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都市開発資金
（用地先行取
得資金）貸付
金により買い
取った土地の
利用に対する
土地処分まで
の法令等の緩
和

地方自治法第
238条の4第1
項

第238条の4　行政財産は、次項に定めるものを除くほか、これを貸
し付け、交換し、売り払い、譲与し、出資の目的とし、若しくは信託
し、又はこれに私権を設定することができない。

E －
都市開発資金貸付要綱による制限を除けば、地方公共団体
の行政財産は、その用途又は目的を妨げない限度において
使用を許可することは可能である。

本提案内容は、都市開発資
金貸付金により買い取った土
地（行政財産）を民間企業等
へ貸し付け、駐車場等に活用
することを求めるものである。
貴省回答はE（事実誤認）とあ
るが、本提案のような土地の
活用は、行政財産の貸し付け
可能なケースを規定した地方
自治法第238条の4第2項１号
に該当するのか明確にすると
ともに、右の提案主体からの
意見を踏まえ、再度検討し回
答されたい。

今回地方自治法の特区として提案し
たのは、地方自治法238条の４が規
定していない、上物の存在を前提と
しない（駐車場等の平面利用を前
提）、公募一般競争入札（特定者の
申請に対する許可ではなく）による、
短期（たとえば原則１年で、最大２回
更新通算３年まで）の貸付（賃貸）
を、行政財産のままで実施すること
である。

E -

　本提案は、まず都市開発資金貸付要綱による制限の緩和につ
いて検討されるべきものである。
　なお、その際、地方自治法上の行政財産は、その用途又は目
的を妨げない限度において使用を許可することは可能である。
　また、今回の地方自治法の改正により、行政財産である土地に
ついては貸付を行うことが可能となったところであり、長期的かつ
安定的に行政財産を利用しようとする場合においては、地方自治
法第２３８条の４第２項第１号又は第４号に該当する場合もある。

本提案については、国土
交通省から都市開発資金
貸付要綱についての見解
が示されており、実現可能
という回答を得ている。
貴省回答においても「行政
財産は、その用途又は目
的を妨げない限度におい
て使用を許可することは可
能」とあるが、当該提案に
ついても実現できると考え
てよいか回答されたい。ま
た、行政財産である土地に
おいて、駐車場等の平面
利用を目的とし、１年以上
の貸付（賃貸）により活用
する場合は、長期的かつ
安定的な行政財産の利用
であるとみなし、地方自治
法第２３８条の４第２項第１
号又は第４号に該当すると
判断できないか。右の提案
主体からの意見も踏まえ、
再度検討し回答されたい。

今回の提案は、先行取得した土地（道路
予定地等）を、事業化までの間、有効に利
活用するため、行政財産のまま、最長数
年間をめどに、例えば駐車場や資材置き
場のように用途を限定して、公募競争入
札により、民間等へ貸し付けを行いたいと
いうものである。
　この点、地方自治法は、今回の改正を
含め、貸し付けを行いうる場合を限定して
おり、上記のような貸し付けは、その範疇
に含まれないと思われる。
　一方、上記のような利活用の形態（用途
を限定し、使用者を公募競争入札で決定
する形態）は、同じく地方自治法上規定さ
れている行政財産の目的外使用許可にも
なじまないものと思われることから、今回
の提案に至った次第である。
　※尚、都市開発資金貸付要綱による制
限の緩和については、「措置分類：Ｄ」での
回答を頂いている。
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行政財産は、その用途又は目的を妨げない
限度において使用を許可することは可能であ
り、本提案にあるように、先行取得した土地に
ついて用途を限定して使用を許可することは
現行制度上可能であると考える。
また、行政財産である土地において、駐車場
等の平面利用を目的とし、地方公共団体が
長期的かつ安定的に行政財産を活用すると
認めた場合は、平成１８年改正法による改正
後の地方自治法第２３８条の４第２項第１号
又は第４号に該当する場合もある（ただし、施
行期日は改正法の公布日（H18.6.7)から起算
して１年を超えない範囲で政令で定める日か
ら施行される。）。
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都市開発資金（用地先行取得資金）
貸付金により買い取った土地（道路用
地）について、土地処分が行えるまで
の間、貸付の目的要件を一時的に休
止することにより、未整備用地（ネット
フェンスで囲まれたままの更地等）の
有効活用が図られる。

　具体の活用用途としては、駐車場、資
材置場等を想定している。
　貸付金により買い取った土地（道路用
地）の、土地処分（整備）が行われるまで
の間の一時的な活用であり、当然のこと
ながら最終的には貸付目的に供すること
から、単年度契約の賃貸地（2回更新可
能で最長3年間の賃貸借契約）として有
効活用を図る。
　なお、本用地で得た使用収益について
は、当該土地先行取得事業会計に充当
する。
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地方公共団体
収入のポイン
トカードによる
決済

地方自治法
231条の2

第231条の2　普通地方公共団体は、使用料又は手数料の徴収に
ついては、条例の定めるところにより、証紙による収入の方法によ
ることができる。 
2　証紙による収入の方法による場合においては、証紙の売りさば
き代金をもつて歳入とする。 
3　証紙による収入の方法によるものを除くほか、普通地方公共団
体の歳入は、第235条の規定により金融機関が指定されている場
合においては、政令の定めるところにより、口座振替の方法によ
り、又は証券をもつてこれを納付することができる。 
4　前項の規定により納付された証券を支払の呈示期間内又は有
効期間内に呈示し、支払の請求をした場合において、支払の拒絶
があつたときは、当該歳入は、はじめから納付がなかつたものとみ
なす。この場合における当該証券の処分に関し必要な事項は、政
令でこれを定める。 
5　証紙による収入の方法によるものを除くほか、普通地方公共団
体の歳入については、第235条の規定により金融機関を指定して
いない市町村においては、政令の定めるところにより、納入義務者
から証券の提供を受け、その証券の取立て及びその取り立てた金
銭による納付の委託を受けることができる。
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地方公共団体の歳入の収入は、現金により納付されることが
原則とされているが、その原則の例外として、証紙による収入
の方法、口座振替の方法による収入の方法並びに証券によ
る収入の方法等が地方自治法に規定されているところであ
る。加えて、この度の地方自治法の改正においても、住民の
納付手段の多様化を図り、住民サービスの向上を図ろうとす
る地方公共団体の取組を支援する観点から、クレジットカード
による納付をすることができることを明確に規定したところであ
る。
ご提案のポイントカードでのポイントによる決済の内容が明確
でないが、地方公共団体の歳入の収入を口座振替により納付
することは、上記のとおり現行制度で対応可能である。

本提案は、手数料や行政が
提供するサービスに対する対
価の支払いにカードのポイン
トを利用し、後日、当該ポイン
トに応じた金額を口座振替に
よりカードシステム事業者が
町へ納付することを求めてい
る。地方公共団体の収入にお
いて、このような対応が現行
法において可能か、右の提案
主体からの意見も踏まえ、再
度検討し回答されたい。

ポイントカードによる決済の方法です
が、利用者が窓口で現金の代わりに
ポイントカードで支払いをした場合、
利用者のポイントが減点され、自治
体の端末に、ポイントが加点される。
自治体はポイントをまとめ後日紀北
カードサービスに請求し、紀北カード
サービスから振込または、口座振替
により支払われる。このような方法
は、現行の制度で対応できるのかお
教えください。
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ご提案のポイントカードによる決済における、納入義務者、地方
公共団体、紀北カードサービス本部及び銀行間の現金の流れや
債権・債務関係が明確ではないが、仮に、第三者が納入義務者
の債務を引き受け、口座振替により地方公共団体の歳入の収入
を納付する場合においては、現行制度で対応可能と考えられる。
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現在、財政法や民法で現金でのみ規
定されている地方公共団体の収入に
ポイントカードでのポイントによる決済
（ポイント決済後、口座振替により現
金入金）を可能にして公的公共料金
（住民票や印鑑証明などの取得、水
道・環境料金支払いなど）に利用す
る。

溜まったポイントが数値で表示され、１ポ
イント＝１円として利用できるカード通貨
を実現している「熊野古道カード」、町内
の金融機関においてポイントを預金でき
るシステムも構築しており、登録者は現
在6,657名。（およそ１世帯に１枚もってい
ただいている。）そして、今回の公的公共
料金の決済ができる地域特有の新通貨
機能（住民票や印鑑証明などの取得、水
道・環境料金支払いなど）を用いて、多様
化した顧客の要望に対応し、カードユー
ザーを増やすことが地域内の購買率の
向上、ネーミングやカードデザインに世界
遺産である熊野古道を用いてＣＩを確立し
地域外からの入込客の増加、外貨獲得
として商業振興等へ寄与します。

紀北カード
サービス

総務省
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知的障害者授
産施設等との
役務提供にか
かる随意契約
の可能化

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第3
号

第167条の2　地方自治法第234条第2項の規定により随意契約に
よることができる場合は、次に掲げる場合とする。 
三　身体障害者福祉法 （昭和24年法律第283号）第29条に規定す
る身体障害者更生施設、同法第31条に規定する身体障害者授産
施設、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 （昭和25年法
律第123号）第50条の2第3項に規定する精神障害者授産施設、同
条第5項に規定する精神障害者福祉工場、知的障害者福祉法 （昭
和35年法律第37号）第21条の6に規定する知的障害者更生施設、
同法第21条の7に規定する知的障害者授産施設若しくは小規模作
業所（障害者基本法 （昭和45年法律第84号）第2条に規定する障
害者の地域における作業活動の場として同法第15条第3項の規定
により必要な費用の助成を受けている施設をいう。）において製作
された物品を普通地方公共団体の規則で定める手続により買い
入れる契約、高年齢者等の雇用の安定等に関する法律 （昭和46
年法律第68号）第41条第1項に規定するシルバー人材センター連
合若しくは同条第2項に規定するシルバー人材センターから普通地
方公共団体の規則で定める手続により役務の提供を受ける契約
又は母子及び寡婦福祉法 （昭和39年法律第129号）第6条第6項に
規定する母子福祉団体が行う事業でその事業に使用される者が
主として同項に規定する配偶者のない女子で現に児童を扶養して
いるもの及び同条第3項に規定する寡婦であるものに係る役務の
提供を当該母子福祉団体から普通地方公共団体の規則で定める
手続により受ける契約をするとき。

C Ⅱ

現行制度上、随意契約によることが認められるものは、随意
契約による方が経済性を発揮できるもの、契約の相手方が自
ずから特定されるもの、契約の履行を特に確保する必要があ
るもの、競争入札に付するまでもないもの、少額の契約につい
て事務処理の合理化を図るもの、競争入札に付することによ
り支障を来してしまうようなものである。
知的障害者授産施設等は、障害者の職業訓練等により就業
を支援することを目的としており、これらの施設においてその
活動の成果として製作された物品を買い入れる契約について
は、地方自治法施行令上随意契約事由として認められている
ところ。一方、これらの施設からの役務の提供は、その範囲が
制度上明確でないことから、上記の随意契約の方法によるこ
とができる事由としては、客観的に認められない。

随意契約については以前の
提案を受けて、法令改正でそ
の対象が拡大しているが、知
的障害者授産施設等からの
役務の提供については現在
も対象となっていない。
通常の外部委託業務につい
て、本提案に記載のような事
業者が入札に参加することは
困難であると考えられるた
め、イコールフッティングの観
点から、本提案内容のような
随意契約における対象の拡
大も必要ではないか。右の提
案主体からの意見も踏まえ、
再度検討し、回答されたい。

役務提供の範囲が制度上明確でな
いため、随意契約できる事由は認め
られないとのご回答だが、制度とは
何を指すのか、また制度上明確にす
るにはどうすれば良いのかご教示頂
きたい。なお、役務提供の範囲につ
いて、当市が想定するものは、単純
労務で、かつ反復する役務であり、
例えば、清掃業務（清掃を行う業務
であり、ごみ収集・ごみ処理業務で
はない）である。
障害者自立支援法が施行され、「障
害者がもっと働ける社会」が求めら
れる中で、知的障害者授産施設等
においては、授産製品の製作に携
わるのみならず清掃業務に従事する
ことで、障害者は強いイメージで働く
という実体験ができることから、就業
支援策として有効かつ必要と考えら
れる。

C Ⅱ

　知的障害者授産施設等は、障害者の職業訓練等により就業を
支援することを目的としているが、これらの施設等がどのような役
務の提供を行うかは、法令上明らかになっていないものであり、
こうしたものについて、随意契約の方法によることができる事由と
しては、客観的に認められない。知的障害者授産施設等の制度
上の問題については、当方が制度を所管しているものではなく、
お答えする立場にはないが、ご提案のような役務提供が施設の
目的として明確に位置付けられるものであれば、随意契約の要
件として認めることも検討の余地があると考えられる。

役務提供の内容につい
て、知的障害者授産施設
の目的に位置づけられる
内容かを施設の所管省庁
が判断したものについて
は、随意契約の対象とする
ことができないか。右の提
案主体からの意見も踏ま
え、再度検討し回答された
い。

知的障害者授産施設等の目的として、役
務提供が明確に位置づけられていないと
のご指摘だが、知的障害者福祉法では同
施設について、「知的障害者に訓練と職
業を与え、自活させること」が目的として明
記されており、知的障害者の職業的自立
に向けて行う支援の方策として「役務の提
供」も施設の目的に含まれると解すること
ができると考える。
また、一方、母子福祉団体は、その目的
に役務提供が明確に位置づけられていな
いにも関わらず、役務提供の随意契約が
認められており、このような状況を勘案し、
国家的施策として、同施設等の役務提供
についても随意契約の対象となるよう、当
市提案を認められたい。(別紙有)

C Ⅱ

知的障害者授産施設等については、「自活に
必要な訓練を行うとともに、職業を与えて自
活させること」がその目的とされているが、こ
れらの施設等がどのような役務の提供を行う
かは、法令上明らかになっていないものであ
り、こうしたものについて、随意契約の方法に
よることができる事由としては、客観的に認め
られない。知的障害者授産施設等の制度上
の問題については、当方が制度を所管してい
るものではなく、お答えする立場にはないが、
ご提案のような役務提供が施設の目的として
明確に位置付けられるものであれば、随意契
約の要件として認めることも検討の余地があ
ると考えられる。
なお、「母子及び寡婦福祉法第６条第６項に
規定する母子福祉団体が行う事業で、その
事業に使用される者が主として同項に規定す
る配偶者のない女子で、現に児童を扶養して
いるもの及び同条第３項に規定する寡婦であ
るものに係る役務の提供を当該母子福祉団
体から普通地方公共団体の規則で定める手
続により受ける契約」については、母子及び
寡婦福祉法第２５条第１項において、公共的
施設の管理者は、これらの者から売店等の
設置の許可の申請があったときは、許可を行
うよう努めなければならないこととされている
こと等を総合的に勘案し、随意契約の方法に
よることができる事由として定めているもので
ある。
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地方自治法施行令で定められている
地方公共団体が随意契約を行うこと
ができる範囲について、知的障害者
授産施設等から役務提供を受ける場
合も対象とする。

　　障害者施設で製作した物品の購入に
ついては随意契約が認められているが、
役務の提供の場合は認められていない。
効率化を追求する入札制度では知的障
害者授産施設等が落札することは困難
である。施設の職員が作業支援にあたる
知的障害者授産施設等との随意契約を
可能とし、例えば、公園、駅前広場等の
市民が集う場所の清掃業務を提供するこ
とにより、そこで働く知的障害者を福祉
サービスの一方的な受け手の立場から
働く側の場へ転換させ、社会参加の場を
広げることになる。働くことは社会的自
立、経済的自立を果たすことであり、ノー
マライゼーションの理念に合致する。＜
別紙　事業内容書あり＞

岐阜市 総務省
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地域住民主体
によるデイ
サービスセン
ター設立の為
の要件緩和

－ － D －
ご提案の趣旨が明らかではないが、介護保険制度の下で地
域通貨を利用することについては、介護保険法所管省におい
て検討されるべきものと考える。

D - D -

1
1
2
3
0
5
0

介護保険法70条の2の従業者の知識
及び技能並びに人員基準、員数の緩
和。
3の設備及び運営に関する基準の緩
和。

①申込書で高齢者の基本情報を把握し、
引き替えに地域通貨を渡す
②地域住民が高齢者の家庭を訪問し、
安否を確認し、行政サービスの情報等を
直接伝える
③何でも揃うみんなの店では、宅配、購
入、販売、特産品等を住民が行う
④空き店舗や空き家、空き教室を使っ
て、食事や温泉を楽しみ、健康管理が出
来る住民手作りの住民誰もが集える地域
共有のデイサービスセンターを創設
⑤高齢者の何気ない日課を元気のサイ
ンとして、さりげなく見守る
⑥緊急通報装置のボタンを押すと、消防
からその人の好きな専属住民に連絡が
入り、すぐに駆けつける
⑦利用料金を地域通貨で決済
以上の実施

個人
総務省

厚生労働省

0
4
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0
0
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0

一定の規模、
能力を備えた
道府県を「政
令県」として指
定し、国の地
方支分部局の
権限を移譲す
る制度の創設

地方自治法
（府県を対象
とした第252条
の19（指定都
市の権能）と
同様の規定の
新設）

政令で指定する人口50万人以上の市（以下「政令市」という。）は、
都道府県が法律又はこれに基づく政令の定めるところにより処理
することとされているものの全部又は一部で政令で定めるものを、
政令で定めるところにより、処理することができる。

C Ⅰ

都道府県（広域自治体）のあり方に関しては、第28次地方制
度調査会答申において、「広域自治体改革のあり方は、国と
地方及び広域自治体と基礎自治体の役割分担の見直しを基
本とし、これに沿って事務権限の再配分やそれぞれの組織の
再編、またそれにふさわしい税財政制度を実現できるものとす
べきであり、その具体策としては道州制の導入が適当と考え
られる。（中略）道州制の導入に関する判断は、これら広範な
問題に関する国民的な論議の動向を踏まえて行われるべきで
ある。政府においては、引き続きそれらの問題について幅広
い見地から検討を進めるとともに、国民的な論議の深まりに資
するよう適切な役割を果たしていく必要がある。」とされたとこ
ろである。
ご提案は、現在の都道府県の区域を維持しつつ、特定の都道
府県に国からの権限移譲を行うことを内容とするものである
が、ご提案も参考にしつつ、これが道州制の導入とどのように
関連するかも含め、道州制の検討を進めてまいりたい。

右の提案主体からの意見を
踏まえ、再度検討し回答され
たい。

地方制度調査会答申による道州制
は、現行の都道府県を一気に10前
後の道州に改編するもので、将来的
な広域自治体のあり方の選択肢の
一つとして、国民的な論議、政府に
おける検討が期待されるものである
が、実現までには相当の時間を要す
ると思われる。
一方、政令県制度は、道州制や合
併などにより、都道府県が最終的に
再編されるまでの過渡期における現
実的な仕組で、道州制の検討を進め
ながら、並行して実現可能な内容で
ある。
総務省の回答では、政令県制度が
実現できない具体的な理由が明記さ
れていないため、その理由を明確に
示していただきたい。

C Ⅰ

貴県の提案されている政令県制度は、広域自治体改革の見地か
ら、現在の都道府県の区域を維持しつつ、特定の都道府県に国
からの権限移譲を行うことを内容とするものであるが、広域自治
体改革のあり方については、第２８次地方制度調査会において、
道州制の導入が適当であるとされ、幅広い見地から検討を進め
るべきとの答申がなされたところである。このため、政令県制度が
道州制の導入とどのように関連するかを含め、道州制の検討を
進めてまいりたい。

右の提案主体からの意見
を踏まえ、再度検討し回答
されたい。

政令県制度は、道州制や合併などによ
り、都道府県が最終的に再編されるまで
の過渡期において、特定の県に先行的に
国の権限を移譲する仕組みを提案するも
のである。
これは、道州制の検討を進めながらも、並
行して実現可能な内容であることから、別
途、地方分権の推進に向けて、権限移譲
のモデルである政令県の検討を進めてい
ただきたい。

C Ⅰ

広域自治体改革のあり方については、第２８
次地方制度調査会において、道州制の導入
が適当であるとされ、幅広い見地から検討を
進めるべきとの答申がなされたところである。
このため、貴県の提案されている政令県制度
が道州制の導入とどのように関連するかを含
め、これまでの提案を踏まえつつ、引き続き
道州制の検討を進めてまいりたい。

1
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地方自治法の改正
・指定都市制度と同様に、一定の規
模、能力を備えた道府県を「政令県」
として指定し、国の地方支分部局の権
限の移譲を受けることにより、新公共
経営の下で、県域を一体とした地域経
済対策や人材育成を一元的に進め、
地域の実情に合った効率的・効果的
な行政運営を行う。
・制度創設に当たり、国は、原則として
移譲事務の執行に係る組織・人員を
現状のまま政令県に移譲し、任用や
給与など地方公務員制度について必
要な見直しを行うこととする。

　次のような事業に取り組むことにより、
概ね平成22年度までに県内総生産額15
兆3,600億円～16兆7,500億円、年間開業
率4.1％以上、雇用創出では就業者数
187万8千人～193万4千人の確保、有効
求人倍率１倍以上、高年齢者雇用企業
割合100％の達成等をめざす。
・産業の国際競争力強化の支援
・豊かな産物を供給する農業、水産業の
支援
・高付加価値の“ものづくり産業”の支援
・社会のニーズに即した“ネットワーク産
業”の支援
・人間のための科学技術の革新
・誰もが能力を発揮できる雇用環境の創
出

静岡県 総務省
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 04 総務省 非予算（特区・地域再生 再々検討要請回答）
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理
コ
ー

ド

具体的事業を
実現するため
に必要な措置
(事項名)

該当法令等 制度の現状

措
置
の
分

類

措
置
の
内

容 措置の概要(対応策) 再検討要請 提案主体からの意見
「
措
置
の

分
類

」
の

見
直
し

「
措
置
の

内
容

」
の

見
直
し

各府省庁からの再検討要請に対する回答 再々検討要請 提案主体からの再意見
「
措
置
の

分
類

」
の

再
見
直
し

「
措
置
の

内
容

」
の

再
見
直
し

各府省庁からの再々検討要請に対する
回答

提
案
事
項

管
理
番
号

措置の具体的内容 具体的事業の実施内容
提案主体
名

制度の所管・
関係官庁

0
4
2
0
0
6
0

首長裁量によ
る常勤特別職
の設置（猟官
制）

地方公務員法
第3条及び第6
条

第3条 　地方公務員（地方公共団体及び特定地方独立行政法人（地方独
立行政法人法 （平成15年法律第118号）第2条第2項に規定する特定地方
独立行政法人をいう。以下同じ。）のすべての公務員をいう。以下同じ。）
の職は、一般職と特別職とに分ける。 
2　一般職は、特別職に属する職以外の一切の職とする。 
3　特別職は、次に掲げる職とする。 
　一　就任について公選又は地方公共団体の議会の選挙、議決若しくは
同意によることを必要とする職 
　一の二　地方開発事業団の理事長、理事及び監事の職 
　一の三　地方公営企業の管理者及び企業団の企業長の職 
　二　法令又は条例、地方公共団体の規則若しくは地方公共団体の機関
の定める規程により設けられた委員及び委員会（審議会その他これに準
ずるものを含む。）の構成員の職で臨時又は非常勤のもの 
　二の二　都道府県労働委員会の委員の職で常勤のもの 
　三　臨時又は非常勤の顧問、参与、調査員、嘱託員及びこれらの者に
準ずる者の職 
　四　地方公共団体の長、議会の議長その他地方公共団体の機関の長
の秘書の職で条例で指定するもの 
　五　非常勤の消防団員及び水防団員の職 
　六　特定地方独立行政法人の役員
第6条　地方公共団体の長、議会の議長、選挙管理委員会、代表監査委
員、教育委員会、人事委員会及び公平委員会並びに警視総監、道府県
警察本部長、市町村の消防長（特別区が連合して維持する消防の消防長
を含む。）その他法令又は条例に基づく任命権者は、法律に特別の定め
がある場合を除くほか、この法律並びにこれに基づく条例、地方公共団体
の規則及び地方公共団体の機関の定める規程に従い、それぞれ職員の
任命、休職、免職及び懲戒等を行う権限を有するものとする。 
2　前項の任命権者は、同項に規定する権限の一部をその補助機関たる
上級の地方公務員に委任することができる。

D －

長を支えるトップマネジメント体制については、第２８次地方制
度調査会答申において、地方公共団体が自らの判断で適切
なトップマネジメント体制を構築できるよう、現行の出納長・収
入役の制度を廃止するとともに、副知事・助役の制度を見直
すことが適当とされたところ。
この答申を受け、「地方自治法の一部を改正する法律」によ
り、①副知事・副市町村長の定数を任意に定めることができる
ようになり、②副知事・副市町村長は、現行の職務形態に加
え、長の命を受け政策及び企画をつかさどり、長の事務の一
部につき委任を受け、自らの権限と責任において事務を処理
することができることが明確化された（平成１９年４月１日施
行）。
これにより、例えば長の命を受け、数人の副市長が責任を
持って各担当分野の政策判断・企画を行うことなど、各団体に
おいて自らの判断で適切なトップマネジメント体制が構築され
ることが考えられる。

右の提案主体からの意見を
踏まえ、再度検討し回答され
たい。

地方自治法の一部を改正する法律
によって平成19年4月1日から可能と
いう貴省の回答であるが、本提案は
議会の議決や同意が前提ではなく、
首長だけの裁量（首長専決）というも
のであり、現行規定により可能かど
うか再度伺いたい。

C -

　常勤特別職である助役については、長の最高補助機関として、
その職責の重要性にかんがみ、選任に当たり議会の議決が必要
としているものであり、こうした趣旨からして首長の裁量で任用可
能とすることは適当でない。

右の提案主体からの意見
を踏まえ、再度検討し回答
されたい。

首長の裁量で任用することが適当かどう
かを問うているわけではなく、現状として
地方自治体の首長は、直接選挙で選ばれ
るため、特別職を選任しようとしても議会
の同意を得られない場合も多々ある。ま
た、常勤特別職の選任の発案権は首長に
専属するため、議会においては選任予定
者の諾否を決定するのみであり、必ずしも
職責の重要性で判断するわけではない。
このことから、議会の同意を得なくとも首
長の専決により特別職を選任することが
可能となれば、より迅速かつ柔軟に公約
の実行や首長の意図する行政執行を行う
ことができ、住民の信託に答えることが可
能となると考える。

C -

助役は、市町村長を補佐し、その補助機関た
る職員の担任する事務を監督し、市町村長の
職務を代理することとされている。こうした市
町村長の最高補助機関としての職責の重要
性にかんがみ、その選任に当たっては、市町
村長から提示された人物が当該団体の助役
としてふさわしいかどうか等についての「住民
の信託」を受けた議会の判断を要素の一つと
しており、当該団体の議会の同意がない限
り、市町村長は助役を選任できないこととして
いるものである。このような趣旨からして、市
町村長の裁量で任用することはできない。

1
1
4
5
0
2
0

当選した市長が、その任期を限度とし
て、常勤特別職を首長の裁量で任用
（複数可）することを可能とするもの。

新しく選挙で選ばれた首長が、首長の裁
量で任期付（首長の任期を上限）の常勤
特別職を任用することを可能とするもの。
具体的には、その常勤特別職を各部の
トップ（部長職）に任命することにより、首
長の意図する行政執行がよりスムーズに
運営される。

逗子市 総務省
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市民の公益活
動支援のため
の現金一時預
かり容認

地方自治法第
235条の4第2
項

第235条の4 
2　債権の担保として徴するもののほか、普通地方公共団体の所
有に属しない現金又は有価証券は、法律又は政令の規定による
のでなければ、これを保管することができない。

D －

歳計外現金の制度は、地方公共団体が責任をもって現金の
保管に当たる趣旨から法定され、整理されたものであるが、一
方、地方公共団体の公金運用については、総計予算主義の
原則の下、法定の財務諸手続の中で予算上の統制をもってな
されることが基本であることから、歳計外現金を便宜上の取扱
いからむやみに拡大することは適当ではない。
なお、かかる取扱いについて団体との契約により、チケットの
販売等について受託した上で、歳入歳出予算に計上すること
により、ご提案の事項については現行制度の中で対応可能と
考える。

右の提案主体からの意見を
踏まえ、再度検討し回答され
たい。

歳計外現金のむやみな拡大は当然
に不適当だが、法律・政令による例
外のみが認められていることは地方
自治の本旨に反するものではない
か。本市は「市民とのパートナーシッ
プ」を市政最大の柱とし、公的サービ
ス等を主体的に担う市民に行政が
連携、サポートすることで、小さな市
民負担で大きな自治振興成果を得
ている。市民活動収益金の保管は
サポートの一環として必要性と意義
が大きいため、条例によりこれを可
能としたい。ところで、歳入歳出予算
に計上すればよいとの回答を頂いた
が、では、現行法令上で例外的に歳
計外現金としての取扱いが可能とさ
れているものについては、どのような
ご見解をお持ちか伺いたい。【別様
有り】

D -

　歳計外現金制度については、地方公共団体が責任をもって現
金の保管に当たる趣旨から、保管できる法令の根拠を要求して
いるものであり、このことが地方自治の本旨に反するものではな
い。
　現行では、歳計外現金として取り扱うことが適当なもののうち、
権原が法律又は政令に根拠を有するもの及び保管手続等が法
律又は政令に根拠を有するものについてのみ、歳計外現金とし
ての取扱いを認めているものであるが、ご提案の事項について
は、団体との契約により、チケットの販売等について受託した上
で、歳入歳出予算に計上するか、又は当該団体により自主的に
管理する方法を工夫すべきものであり、歳計外現金として取り扱
うべき性質のものではないと考えられる。

右の提案主体からの意見
を踏まえ、再度検討し回答
されたい。

①本提案は、自治体の歳計外現金取扱い
の例外措置が「法律または政令」のみに
根拠をおく現行について条例を含めるよう
求めている。その点についての貴省の見
解を伺いたい。条例が「責任をもって現金
の保管に当る法令上の根拠」とならないな
ら、その根拠も伺いたい。
②本提案の事例は市民の日常的公益活
動に付随するもので、歳入歳出予算として
の適正な計上及び執行は困難である。一
方、市民の公益活動との連携は極めて重
要で、活動収益金等の一時保管は切実な
ニーズである。本提案は、その二つの現
実を前提に法令遵守の観点から公務とし
て適正にこれを行うことを趣旨とする。そ
の意義をご理解いただき「現実に即した」
ご回答をお願いしたい。

D -

地方公共団体の公金運用については、総計
予算主義の原則の下、法定の財務諸手続の
中で予算上の統制をもってなされることが基
本である。こうした中、歳計外現金の制度は、
①権原が法律又は政令に根拠を有すること、
②保管手続等が法律又は政令に根拠を有す
ることを必要とし、地方公共団体が責任をもっ
て現金の保管に当たることを法律又は政令に
より担保している。これらの趣旨からして、地
方公共団体が、各団体の便宜上の取扱いか
ら、条例において歳計外現金を取り扱うこと
ができることとするのは適当でない。
こうした観点からも、かかる取扱いは、団体と
の契約により、チケットの販売等について受
託した上で、歳入歳出予算に計上するか、又
は当該団体により自主的に管理する方法を
工夫すべきものであり、歳計外現金として取
り扱うべき性質のものではない。
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地方自治法第２３５条の４第２項によ
り、自治体が保管できる現金・有価証
券は、原則として自己の所有に属する
ものに限られているが、草加市におい
ては、スポーツ・文化活動・福祉ボラン
ティア活動等の様々な公益活動を推
進するＮＰＯ等、市民団体の活動を支
援するため、市が定める条例の中で
対象となる団体や責任の所在・範囲を
明確にすることを条件として、当該団
体が所有する現金等を一時的に市が
保管することを可能としたい。

市民の公益活動の支援の一環として、市
民団体が行う公益活動の売上金（チケッ
ト販売代金）等を一時的に市が管理する
ことを可能とし、公益活動の活性化、市
民協働によるまちづくりの推進をはかり
たい。自治法では、自治体が保管できる
現金・有価証券は、自己の所有に属する
ものに限られている。しかし、スポーツ・
文化・福祉ボランティア活動等、様々な分
野の公益活動を支援する上で、市内公
共施設でのチケット等の取り扱いと、その
売上代金の一時的な管理が不可欠であ
ると考える。そこで、市が定める条例の中
で対象となる団体や責任の所在・範囲を
明確にしつつ、当該団体が所有する現金
等を一時的に保管するものである。

草加市 総務省
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地方公共団体
の自主市場化
テストにおける
特例措置特区

－ － C －

地方公共団体が提供する公共サービスのうち、法律の規定に
より民間事業者が実施することができない業務については、
合議制の機関の設置やみなし公務員規定等を内容に含む
「競争の導入による公共サービスの改革に関する法律」にお
いて、当該法律の特例が定められることにより、例外的に特定
公共サービスとして民間委託できるものとされている。
競争の導入による公共サービスの改革に関する法律によらな
くても民間事業者が実施することができる業務については、民
間委託は可能であり、罰則に関して公務員と同様の規律を置
かなくても、必要に応じ、解除事由等を契約に盛り込むこと等
の対応が考えられるところである。

右の提案主体からの意見を
踏まえ、再度検討し回答され
たい。

公共サービス改革法によらなくても
現行法において入札が実施可能な
事業についても、市民にとっては公
務員が行っていた場合と同様の信
用性や安定性が必要であると思わ
れる。本市の提案は、これを担保す
るため、受託民間事業者に条例によ
りみなし公務員規定をかけることを
可能とすることで、事業者の安定的
な公務執行を確保するものであり、
これと契約解除は全く異なるものだ
と考える。

D -

　競争の導入による公共サービスの改革に関する法律による法
律の特例を適用する必要のない事務・事業については、地方自
治法・地方自治法施行令に基づき、官民競争入札を実施すること
が可能である。この場合、条例において民間事業者に対して秘密
保持を義務付け、地方自治法第１４条第３項の規定に基づき、同
項の範囲内で罰則を設けることは可能と考えられる。

右の提案主体からの意見
を踏まえ、再度検討し回答
されたい。

受託民間事業者がみなし公務員となった
場合、当該事業者自身が受ける罰則と、
当該事業者を邪魔することにより第三者
が受ける罰則（公務執行妨害罪等）があ
る。この双方について想定した上で、条例
により、地方自治法第14条第3項の範囲
内でみなし公務員規定を設けることとして
よろしいか。例えば、「多治見市の公共
サービスに従事する民間事業者は、刑法
その他の罰則の適用については、条例に
より公務に従事する職員とみなす。ただ
し、適用される罰則については、地方自治
法第14条第3項の範囲内とする。」というよ
うな規定を設けてよろしいか。

D -

条例により、どの程度まで罰則を設けること
ができるかについては、公共サービスの種
類、内容等によっても異なってくるものと考え
られ、一律に論ずることはできないものであ
る。一般論としては、地方自治法第１４条第３
項の規定により、法令に特別の定めがあるも
のを除くほか、同項の規定の範囲内で罰則を
設けることは可能と考えられる。
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地方公共団体が、競争の導入による
公共サービスの改革に関する法律
（平成18年法律第51号）による法令の
特例を適用しない任意の市場化テス
トを行った場合等に、受託民間事業者
に対するみなし公務員規定を条例に
より規定する。また、市場化テストの
対象範囲を拡大することで、みなし公
務員規定の適用対象を拡大する。

本市では、行政改革を進める中で公共
サービス改革法を積極的に活用し、競争
原理を導入することでより良質で効率の
よい公共サービスの提供を目指している
ところである。この公共サービス改革法で
は、地方公共団体について、法令の特例
を適用しない業務については対象とされ
ておらず、現行の法令等に基づき入札等
が実施可能とされているところである。し
かしながら、この場合、受託民間事業者
に対しては公共サービス改革法第25条
に規定する秘密保持義務及びみなし公
務員規定が適用されない。このため、み
なし公務員規定について、条例で担保で
きるよう求めるものである。

多治見市
総務省
内閣府
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目的外使用許
可を指定管理
者に代行させ
る特区

地方自治法
（昭和22年法
律第67号）第
238条の4第4
項及び第6項

第238条の4
4　行政財産は、その用途又は目的を妨げない限度においてその
使用を許可することができる。 
6　第4項の規定により行政財産の使用を許可した場合において、
公用若しくは公共用に供するため必要を生じたとき、又は許可の
条件に違反する行為があると認めるときは、普通地方公共団体の
長又は委員会は、その許可を取り消すことができる。

C Ⅰ

行政財産の目的外使用許可を受けてする行政財産の使用に
ついては、借地借家法の規定は適用されず（自治法§２３８の
４⑤）、公用又は公共用に供するため必要を生じたとき等に
は、地方公共団体の長又は委員会はその許可を取り消すこと
ができる（自治法§２３８の４⑥）こととされている。
行政財産の目的外使用許可処分については、こうした特別の
法的措置が取られているところであり、その性格から、地方公
共団体の長などに専属的に付与されたものと言える。地方公
共団体以外の者が「公用又は公共用に供するための必要性」
を判断し、許可処分を行うことはできないものである。
なお、条例に規定することで、施設本来の目的の範囲内で使
用できることとすることにより、ご提案の内容は対応可能と考
えられる。

本提案は、指定管理者が目
的外使用許可を代行すること
を求めている。指定管理者が
目的外使用許可を代行できる
範囲及び基準を市の条例に
おいて規定する事により、提
案内容の実現ができないか、
右の提案主体からの意見も
踏まえ、再度検討し回答され
たい。

行政財産の目的外使用には２種類
あると考える。一つは、長期で継続
的なもの（売店や自販機の設置な
ど）、もう一つは、短期で一時的なも
の（空会議室の一時利用など）であ
る。本市が提案した内容は、目的外
使用の中でも、特に公の施設を一時
的に使用する際の使用許可につい
てである。こうした臨機応変なサービ
スの場合に、その都度市が許可を出
すのは非常に非効率であり、指定管
理者制度の有効な活用を阻むものと
考えられる。一方で、条例により何で
も目的内となるような扱いは不可能
であり、目的外使用といった概念自
体が壊れてしまう。したがって、目的
内外の線引きをきちんとした上で、
目的外使用許可の例外を認めるべ
きであると考える。

D Ⅰ

　一時的なものであっても、行政財産の目的外使用は全て行政
処分により行うこととされ、借地借家法の適用除外や許可の取消
処分が行える旨が規定されていることからも、当該使用許可は、
行政財産を所有し、その使用目的を判断・決定できる地方公共団
体のみが行うことができることは明らかであり、行政財産について
責任を有しない地方公共団体以外の者が許可を行うことはできな
いものである。
　ご提案の内容については、条例に規定することで、施設本来の
目的の範囲内で使用できることとすることにより、対応可能と考え
られる。

右の提案主体からの意見
を踏まえ、再度検討し回答
されたい。

公の施設は、一般的には広く住民の福祉
ではなく明確な設置目的をもって設置され
ているものであり、設置目的で使用者が
限定されている施設もある。利用料金制を
適用した場合、目的内外によってその料
金の収入先が異なってくるという問題もあ
るため、施設の目的を広く解することは適
当ではない。
行政財産全般ではなく、公の施設につい
ては、指定管理者の使用許可の判断の前
提として、当該申請が目的内か目的外か
という判断も当然にされているところ。施
設本来の目的を指定管理者が判断・決定
して許可を行っているものであり、「行政財
産について責任を有しない地方公共団体
以外の者が、使用目的の判断・決定・許
可はできない」とは言えない。

D Ⅰ

公の施設の指定管理者の使用許可について
は、当該施設の目的の範囲内でのみ、行うこ
とができるものである。一方、行政財産の目
的外使用許可を受けてする行政財産の使用
については、借地借家法の規定は適用され
ず、公用又は公共用に供するため必要を生じ
たとき等には、地方公共団体の長又は委員
会はその許可を取り消すことができることとさ
れているなど、特別の法的措置がとられてい
るところであり、その性格から、地方公共団体
の長等に専属的に付与されたものと言え、地
方公共団体以外の者が「公用又は公共用に
供するための必要性」を判断し、許可処分を
行うことはできないものである。
ご提案のような施設の使用を行わせたいとす
るならば、条例に規定することで、施設本来
の目的の範囲内で使用できることとすること
により、対応可能と考えられる。
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指定管理者制度において、指定管理
者が目的外使用許可を代行できるこ
ととする。

施設の効率的な管理運営のため適当で
あると認められる場合について、指定管
理者が目的外使用許可を代行できる範
囲及び基準を市の条例において規定し、
指定管理者が行政財産の目的外使用許
可を代行できることとする。これによって
管理運営を一元化することができ、住民
サービスの向上が図られるとともに、行
政コストの削減が図られる。

多治見市 総務省
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執行機関の条
例による設置

地方自治法
（昭和22年法
律第67号）第
138条の4第1
項

普通地方公共団体にその執行機関として普通地方公共団体の長
の外、法律の定めるところにより、委員会又は委員を置く。

C Ⅰ

貴市が提案されている行政改善・苦情処理機関がどのような
職務権限を持つのか明確ではないが、ご説明によれば、少な
くとも行政活動の適法性等について調査や勧告を行うように
考えられる。この場合、監査委員と所掌事務と権限が重複す
ると考えられるものであるため、これを執行機関として認める
ことはできない。
なお、第２８次地方制度調査会の「地方の自主性・自律性の
拡大及び地方議会のあり方に関する答申」においては、執行
機関の組織の形態等については可能な限り地方公共団体が
地域の実情に応じて選択できるようにすることが重要であると
の観点から、長の補助機関、行政委員会制度や財務に関す
る制度について弾力化することが必要であるとされ、この答申
にのっとり、副知事及び助役制度並びに出納長及び収入役制
度の見直し等の地方自治法の改正を行ったところである。

設置を検討している執行機関
と、既存の執行機関との所掌
事務や権限の重複等を事前
に確認・審査する事により、
条例による執行機関の設置
の実現ができないか、右の提
案主体からの意見も踏まえ、
再度検討し回答されたい。

第28次地方制度調査会の答申に
のっとり地方自治法の改正が行われ
たところであるが、監査委員につい
ては条例でその数を増加することが
できるようにされたのみである。監査
委員については、その職務は財務
的側面への監視機能が中心である
と理解しているが、本市が想定して
いる機関は、市民の権利救済を目
的としており独立した機能を有するこ
とが必要であることから、現在設置
が認められている執行機関の附属
機関とするには権限・所掌範囲共に
不十分であると考えている。全国一
律の執行機関制度では対応しきれ
ない住民ニーズにこたえていくため、
条例による執行機関の設置を可能と
するよう求めるものである。

C Ⅰ

地方自治法上、公正で合理的かつ効率的な地方公共団体の行
政を確保するために、広く地方公共団体の事務の監査につき職
務権限を有する執行機関が設置されているところである。地方公
共団体の長の所轄の下に、それぞれ明確な範囲の所掌事務と権
限を有する執行機関によって、系統的にこれを構成しなければな
らないのであって、各執行機関相互の間に所掌事務や権限の重
複等のないようにすべきであり、貴市の提案されている行政改
善・苦情処理機関はその性格上、監査委員と所掌事務と権限が
重複すると考えられるものであるため、これを執行機関として認
めることはできない。

右の提案主体からの意見
を踏まえ、再度検討し回答
されたい。

補助的ではなく独立した機能を持つ機関
の必要性は、各自治体によって差異があ
る。多様化する住民ニーズが、全国一律
の執行機関制度のもつ所掌事務から外れ
た部分にある場合に、その所掌範囲を逸
脱させて既存執行機関に担当させるより
も、条例により新たな執行機関を設けて、
新たに明確な所掌権限を持つ機関に担当
させることが、最も本来の主旨に沿い、か
つ住民ニーズに沿った対応であると考え
る。前向きな回答をお願いしたい。

C Ⅰ

憲法上、地方公共団体の組織及び運営に関
する事項は法律で定めることとされている（日
本国憲法第９２条）。地方公共団体の執行機
関は、独自の執行権限をもち、その担任する
事務の管理及び執行に当たって自ら決定し、
表示しうるものであり、その設置は地方公共
団体の根本組織に関するものである。このた
め、その設置は法律によることが必要であ
る。
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地方自治法（昭和22年法律第67号）
第138条の4第1項によれば、普通地
方公共団体の執行機関の設置は、法
律によることとされている。本提案は、
執行機関を条例により設置することを
可能とするものである。

多治見市では、行政改善・苦情処理機関
として、また職員による公益通報制度の
一環として調査・勧告等を行う機関の設
置を検討している。この機関について
は、現在設置が認められている執行機関
の附属機関として設置するには、権限・
所掌範囲共に不十分であると考えてい
る。この制度の実効性を担保するために
は、高い独立性を持ち、独自の権限を持
つ機関を設置する必要がある。また、こ
れに限らず、地方自治の本旨にのっとり
自治体の内部組織のあり方について自
由度を拡大するため、条例による執行機
関の設置を可能とするよう提案する。

多治見市 総務省
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 04 総務省 非予算（特区・地域再生 再々検討要請回答）

管
理
コ
ー

ド

具体的事業を
実現するため
に必要な措置
(事項名)

該当法令等 制度の現状

措
置
の
分

類

措
置
の
内

容 措置の概要(対応策) 再検討要請 提案主体からの意見
「
措
置
の

分
類

」
の

見
直
し

「
措
置
の

内
容

」
の

見
直
し

各府省庁からの再検討要請に対する回答 再々検討要請 提案主体からの再意見
「
措
置
の

分
類

」
の

再
見
直
し

「
措
置
の

内
容

」
の

再
見
直
し

各府省庁からの再々検討要請に対する
回答

提
案
事
項

管
理
番
号

措置の具体的内容 具体的事業の実施内容
提案主体
名

制度の所管・
関係官庁

0
4
2
0
1
1
0

普通地方公共
団体の委員会
又は委員の権
限に属する事
務の一部を、
協議により、長
に委任できる
特区

地方自治法第
180条の７

普通地方公共団体の委員会又は委員は、その権限に属する事務
の一部を、当該普通地方公共団体の長と協議して、普通地方公共
団体の長の補助機関たる職員若しくはその管理に属する支庁若し
くは地方事務所、支所若しくは出張所、第202条の4第2項に規定す
る地域自治区の事務所、第252条の19第1項に規定する指定都市
の区の事務所若しくはその出張所、保健所その他の行政機関の
長に委任し、若しくは普通地方公共団体の長の補助機関たる職員
若しくはその管理に属する職員をして補助執行させ、又は専門委
員に委託して必要な事項を調査させることができる。ただし、政令
で定める事務については、この限りではない。

C Ⅰ

総務省としては、地方公共団体の組織については、可能な限
りそれぞれの地方公共団体が主体的に判断すべきものと考え
ているところである。
地方公共団体の委員会・委員の組織や権限は、それぞれ法
律で定められ、特定の事務を処理することとされている。この
ため、一般的に広く各委員会・委員の権限に属する事務を協
議によって長に委任できるようにすることは、委員会・委員を
設けた趣旨に照らし適当でないと考える。
ただし、ご提案の趣旨が、「委任」という形式にこだわらず、現
在教育委員会の権限とされているものを長の所掌として管理
執行することを可能とすることにあるのであれば、平成１８年７
月７日に閣議決定された「経済財政運営と構造改革に関する
基本方針２００６」においては「教育委員会制度については、
十分機能を果たしていない等の指摘を踏まえ、教育の政治的
中立性の担保に留意しつつ、当面、市町村の教育委員会の
権限（例えば、学校施設の整備・管理権限、文化・スポーツに
関する事務の権限など）を首長へ移譲する特区の実験的な取
組を進めるとともに、教育行政の仕組み、教育委員会制度に
ついて、抜本的な改革を行うこととし、早急に結論を得る。」と
されているところである。

右の提案主体からの意見に
も記載のように、本提案につ
いては事務の委任にこだわっ
ているのではなく、教育委員
会の権限とされているものを
首長の所掌とすることを可能
とし、地域の実情に合わせ、
地方公共団体の判断により
自由な組織編成を可能とする
ことを求めている。
提案の主旨をふまえて、「経
済財政運営と構造改革に関
する基本方針２００６」に添っ
たかたちで、市町村教育委員
会の権限を市町村長に移譲
することができないか検討し
回答されたい。

御指摘の点については、本市は、政
策の総合的・統一的な実施の観点
から、現在教育委員会の権限とされ
ているものを長の所掌として管理執
行することを可能とすることを目的と
しており、「委任」という形式にはこだ
わっていない。「経済財政運営と構
造改革に関する基本方針2006」にお
ける教育委員会制度に関する記述
も踏まえ、教育委員会の権限の一部
を、市長に移譲することを可能とする
よう求めるものである。

- Ⅰ

　法律により長と行政委員会との権限配分をあえて規定している
趣旨にかんがみ行政委員会から長への「委任」を認めることはで
きないが、骨太2006において「市町村の教育委員会の権限（例え
ば、学校施設の整備・管理権限、文化・スポーツに関する事務の
権限など）を首長へ移譲する特区の実験的な取組を進める」とさ
れているとおり、教育委員会の事務権限について具体的に規定
する「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」を所管する文
部科学省において具体的な検討が進められるものと考える。

教育委員会については、
「経済財政運営と構造改革
に関する基本方針２００６」
に沿って早急な対応が必
要であるところであり、提
案内容の実現に向け、引
き続き検討されたい。

教育委員会から首長への権限移譲につ
いては、文部科学省において早急に検討
を進められることを期待する。

F Ⅰ

骨太2006において「市町村の教育委員会の
権限（例えば、学校施設の整備・管理権限、
文化・スポーツに関する事務の権限など）を
首長へ移譲する特区の実験的な取組を進め
る」とされているとおり、教育委員会の事務権
限について具体的に規定する「地方教育行
政の組織及び運営に関する法律」を所管する
文部科学省において具体的な検討が進めら
れるものと承知している。
これを踏まえ、対応すべき事項がある場合に
は必要な検討を行う。
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普通地方公共団体の委員会又は委
員の権限に属する事務を、当該普通
地方公共団体の長に委任できるよう
にする。

本市では、教育委員会の権限に属する
社会教育に関する事務は市長部局で行
うことが適当であるとの判断により、機構
改革を実施したところである。しかし、地
方自治法第180条の7により委員会から
市長への委任はできず、これらの事務は
長の補助機関たる職員（社会教育を所管
する部の長である企画部長）への事務委
任に留まっている。またこのため、規則制
定権や図書館・公民館等の職員の任命
権については補助執行に留めている。こ
れらの事務について、地方公共団体の
長自ら規則を定め、明確な責任と判断の
もとで行うため、委員会又は委員の権限
に属する事務を、当該普通地方公共団
体の長に条例をもって委任することがで
きるよう求めるものである。

多治見市
総務省

文部科学省
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特別多数決に
よる議決事件
を条例で定め
る

地方自治法第
116条

第116条　この法律に特別の定がある場合を除く外、普通地方公
共団体の議会の議事は、出席議員の過半数でこれを決し、可否同
数のときは、議長の決するところによる。
2　前項の場合においては、議長は、議員として議決に加わる権利
を有しない。

C Ⅰ

代議制民主主義における議会の意思決定は過半数を原則と
しているところであり、慎重な判断を要するものについては例
外として特別多数議決が限定列挙されている。
ご提案の内容は、議会における意思決定のルールや長と議
会の関係が不安定になるとともに恣意に流れるおそれがあ
り、統一的な制度のもとで実施されるのが望ましいものと考え
る。

条例において特別多数議決
事件を定めるのであれば、当
然その条例の制定について
は議会で審議されるため、そ
の内容は長と議会の双方が
認識している内容であり、貴
省が懸念する双方の関係
や、恣意に流れる等の問題
は生じないのではないか。右
の提案主体からの意見も踏
まえ、再度検討し回答された
い。

議会の意思決定については、過半
数が原則であり特別多数議決が例
外であることに異論はない。
しかし、何が慎重な判断を要するも
のかについては、各自治体において
定めることができるようにすべきであ
る。
また、本提案では、特別多数議決を
要するものを減らす、つまり、特別多
数議決を要するものを過半数議決を
もって足りるとするということを認め
るものではなく、特別多数議決を要
するものを条例で追加する趣旨であ
る。
なお、特別多数議決を要するものを
条例で定めるにもかかわらず、何を
想定して、議会と長の関係が不安定
になるとともに恣意に流れるおそれ
があるとの危惧されているのか理解
できない。

C Ⅰ

　代議制民主主義における議会の意思決定は過半数を原則とし
ているところであり、慎重な判断を要するものについては例外とし
て特別多数議決が限定列挙されている。
　（ご提案の特別多数議決事件を条例で定めるにあたって、将来
にわたり議会と長の双方が常に納得する形で行われるとは限ら
ない。
　ご提案の内容は、議会の一方的な判断により議決の要件を加
重することを認めることとなるものであり、議会における意思決定
のルールや議会と長の関係を不安定にするおそれがあることか
ら認められないとしているものである。）

右の提案主体からの意見
を踏まえ、再度検討し回答
されたい。

再検討要請に対する回答について、以下
につき検討のうえ、再回答されたい。
①「将来にわたり」という点については、法
律と同様、条例も、時宜に応じ改正するこ
とは当然であり、このことにより、不安定と
の認識はない。なお、国の法律において
は、見直し条項も散見されるところ。
②「議会と長の双方が常に納得する」とい
う点については、条例の制定改廃は、議
会の議決をもって定めるものであり、そも
そも、長の意思に左右されるものではな
い。
③条例の制定改廃の議決は、団体意思
の決定であり、議会規則のような機関意
思の決定とは異なる。このため、議会と長
との関係に着眼した議論は、その前提に
適切さを欠く。

C Ⅰ

再意見のご趣旨が必ずしも明確ではないが、
ご提案の内容は、議会の一方的な判断によ
り議決の要件を加重することを認めることとな
るものであり、議会における意思決定のルー
ルや議会と長の関係を不安定にするおそれ
があることから認められないものである。
（本件は見直し条項にはなじまない性質の事
項と認識している。また、貴市提案内容は条
例に係るものであることから、本回答は当然
に団体意思決定に係るものを想定してい
る。）
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特別多数決をもって議会の表決とす
る議決事件を、条例で定めることがで
きることとする。

特別多数決をもって議会の表決とする議
決事件を条例で定める。

多治見市 総務省
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議会への附属
機関の設置

地方自治法第
138条の4第3
項

第138条の4
3　普通地方公共団体は、法律又は条例の定めるところにより、執
行機関の附属機関として自治紛争処理委員、審査会、審議会、調
査会その他の調停、審査、諮問又は調査のための機関を置くこと
ができる。ただし、政令で定める執行機関については、この限りで
ない。

C Ⅰ

附属機関とは、執行機関の行政執行のためなどに必要な調
査や諮問等を行う機関である。
一方、議会は住民の代表である議員により構成される合議制
の議事機関として、自らが多様な意思を反映させて意思決定
を行う機関であり、その性格上附属機関の設置はなじまない。
なお、ご提案については第２８次地方制度調査会で市議会議
長会等から要望があったが、上記の考え方を踏まえつつ、議
会における審議機能を充実させることが重要であるという見地
に立ち、議会が議案の審査等に係る専門的事項について学
識経験者等に調査・報告をさせることができることとすべき旨
答申をいただいたところであり、これを踏まえ、今般の地方自
治法改正を行ったものである。

右の提案主体からの意見を
踏まえ、再度検討し回答され
たい。

執行機関の附属機関についても、意
思決定の主体は、それぞれの執行
機関であるところ。附属機関は、多
様な意思や見解を反映させる一つ
の手法であり、議会への設置がなじ
まないとは考えない。
なお、第２８次地方制度調査会の答
申において、「住民参加の取組が遅
れているといった指摘」との言及もあ
るところである。
今般の地方自治法の改正による専
門的知見の活用により、公募市民等
も含めた合議制の組織を設置するこ
とができるのであれば、附属機関と
異なることがなく、条例をもって設置
することが適当と考える。
また、専門的知見の活用と附属機関
とに違いがあるのであれば、その相
違点、特に別紙に掲げる事項につい
て、御回答いただきたい。

C Ⅰ

　議会は住民の代表である議員により構成される合議制の議事
機関として、自らが多様な意思を反映させて意思決定を行う機関
である。つまりその構成員である議員自ら多様な意見を議会に反
映させる責務を負っているものであり、その機能を附属機関に委
ねるのは適当ではない。
　専門的知見の活用は、議会における議案の審査等に関し専門
的知見の活用が必要となった場合に、一定の調査研究を行った
上での報告を求めることができるよう、学識経験者等に専門的事
項に係る調査をさせることができることを法律上明確に位置づけ
たものであり、附属機関とはその性格を異にするものである。

右の提案主体からの意見
を踏まえ、再度検討し回答
されたい。

再検討要請に対する回答に対し、次の2
点を確認のうえ、専門的知見の活用と附
属機関との違いを機能・権限・組織の観点
から明確にされたい。
①「議員自ら多様な意見を議会に反映さ
せる」ため「その機能を附属機関に委ねる
のは適当ではない」ということは、専門的
知見の活用については、複数人に対し共
同して調査研究をさせ単一の報告をさせ
ることはできない、換言すれば合議制によ
ることはできない、と解されるがよいか。
②合議制によることができるのであれば、
議会への報告前に、合議体において議論
のうえ、報告内容が意思決定がされるの
であり、専門的知見の活用と附属機関と
は、その性格が異ならないのではないか。

C Ⅰ

専門的知見の活用は、議会における議案の
審査等に関し専門的知見の活用が必要と
なった場合に、一定の調査研究を行った上で
の報告を求めることができるよう、学識経験
者等に専門的事項に係る調査をさせることが
できることを法律上明確に位置づけたもので
ある。
したがって、一定の範囲の事項に対する諮問
に応じ、意見を答申する等を行う附属機関と
はその性格を異にするものである。
なお、専門的知見の活用は学識経験者等が
個々に調査、報告を行わなければならないも
のとしているものではないから、調査の規模
等に応じ、複数の学識経験者等に合議による
調査、報告をさせることも可能である。
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議会への附属機関の設置を可能とす
る

議会機能の充実強化及び議会の自律性
の向上を図るため、一定の所掌の下に、
審査、諮問等を行い、意見を表明する機
関として、議会に附属機関を設ける。
具体的には、特別職報酬等審議会等が
考えられる。
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条例の制定改
廃に伴う予算
議案の議員提
出

地方自治法第
149条第1号及
び第2号

第149条　普通地方公共団体の長は、概ね左に掲げる事務を担任
する。 
　一　普通地方公共団体の議会の議決を経べき事件につきその議
案を提出すること。 
　二　予算を調製し、及びこれを執行すること。

C Ⅰ

予算は不可分一体であり、その執行権限は執行機関である
長に専属している。議事機関である地方議会に予算の執行権
限を付与することについては議会と長の関係という地方自治
制度の根幹にも関わる事項であり慎重な検討が必要。

右の提案主体からの意見を
踏まえ、再度検討し回答され
たい。

条例の制定改廃に伴う予算議案の
議員提出を認めることは、全く別個
の予算の調製を認めるとの趣旨で
はなく、その意味では補正と同様で
あり、予算の不可分一体性を損なう
ものではない。
第２８次地方制度調査会の答申にお
いても、「議会の政策形成機能の充
実が求められている」と言及されて
おり、委員会の議案提出権が創設さ
れたところでもある。
議会議員（委員会を含む）の条例提
案権を、その実質において担保して
いくためには、首長の関与を極小化
する制度的な保証を行うことが必要
と考える。
なお、本件提案は、執行権限に関す
るものではなく、予算の提案権に関
するものであり、執行権限の付与に
ついては、別個に提案しているところ
である。

C Ⅰ
　首長は総合行政主体の長として行政の執行に関し統括的な責
任を有しており、条例の制定改廃に伴う予算措置についても執行
機関である長に専属している。

右の提案主体からの意見
を踏まえ、再度検討し回答
されたい。

再検討要請に対する回答は、現行法上の
規定を述べただけものであり、当然に承
知している。現行法上の規定について、特
例を設けるため、構造改革特区に提案し
ているものである。現行法の解説ではな
く、特区提案に対する回答を求める。

C Ⅰ

予算は不可分一体であり、その執行権限は
執行機関である長に専属している。議事機関
である地方議会に予算の執行権限を付与す
ることについては議会と長の関係という地方
自治制度の根幹にも関わる事項であり慎重
な検討が必要。
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議員による条例の提案に際し、これに
伴う予算議案の提出を可能とする。

議員による条例の提案に際し、これに伴
う予算議案の提出を可能とすることによ
り、議員の条例提案権を強化するととも
に、議員により提案され、可決成立した
条例の実質的な運用を担保する。

多治見市 総務省
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議会へのその
所掌に属する
予算執行権の
付与

地方自治法第
149条第2号

第149条　普通地方公共団体の長は、概ね左に掲げる事務を担任
する。
　二　予算を調製し、及びこれを執行すること。

C Ⅰ

予算は不可分一体であり、その執行権限は執行機関である
長に専属している。議事機関である地方議会に予算の執行権
限を付与することについては議会と長の関係という地方自治
制度の根幹にも関わる事項であり慎重な検討が必要。

先般の自治法改正により、今
後議会において専門的知見
の活用等が見込まれる。これ
らの業務について、現行法で
は議会が自律的に予算執行
ができない状態であるため、
首長の権限により、必要な調
査等が行われない等の事由
が発生する恐れがある。本提
案要望と合わせて、議会の予
算についての情報公開、監査
機能を強化することにより、制
度の透明性を確保したうえで
実施できないか、右の提案主
体からの意見も踏まえ、再度
検討し回答されたい。

本提案は、議会の所掌に属する全く
別個の予算の存在を前提としている
ものではなく、予算の不可分一体性
を損なうものではない。
会議録の調製や議会広報の発行な
どのほか、地方自治法の改正による
議会における専門的知見の活用
等、また、第２８次地方制度調査会
の答申において言及された「公聴
会、参考人制度の活用」や「ケーブ
ルテレビ、インターネット等の手段を
用いた議会の審議状況の中継」など
についても、議会と首長の間の政治
的な見解の相違等によって、その実
施が拒まれる可能性がある。
これらの取組みを担保していくため
には、首長の関与の極小化につい
て、政治的な対応に期待するのみで
なく、制度的な保証を行うことが必要
と考える。

C Ⅰ

　現行地方自治制度において、議会は議決機関であり執行機関
ではない。
　議会と首長の間の政治的な見解の相違等によって、その実施
が拒まれるという点については、不信任議決制度あるいは住民
の不断の監視のもとに解決されるべき事柄である。

貴省回答に記載のある、
議会と首長の間の政治的
な見解の相違による問題
について、不信任議決制
度や住民の監視による解
決ではなく、問題が生じな
いような制度に改正すべき
ではないか。全自治体に
起こりうる問題でもあり、議
会の自主性・自律性を担
保するためにも、制度改正
により対応すべきと考え
る。右の提案主体からの
意見も踏まえ、再度検討し
回答されたい。

議会がその所掌に属する事項につき予算
執行権を持つことは、議会の自主性・自律
性を担保するうえで、当然に必要なことと
考える。
例として、以下、2点について回答された
い。
①専門的知見の活用は、所謂「手弁当」な
ら「依頼できる」、費用が発生するなら「依
頼することを首長に依頼することができる」
ということに留まるのか。
②また、①の場合、専門的知見の活用に
ついて制度創設の趣旨に沿うのか。
なお、再検討要請に対する回答につい
て、専門的知見の活用等の取組みの担保
について制度的保証が必要であり、政治
的な対応に期待するのみでは不充分との
意見を提出したものであり、これを政治的
な対立に置き換えても異なることはない。

C Ⅰ

専門的知見の活用については、制度の趣旨
に鑑みれば、議会の議決に基づき、予算の
範囲内で当然に必要な調査が行われるもの
と考えている。（「依頼することを首長に依頼
することができる」というものではない。）

1
0
4
6
0
8
0

議会に対し、その所掌に属する予算
執行権を付与することとする。

議会に対し、その所掌に属する予算執行
権を付与することにより、議会の自律性
の強化を図るものである。
具体的には、会議録の調製、議会広報、
実費弁償等について、議長において執行
することができるようにするものである。

多治見市 総務省
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 04 総務省 非予算（特区・地域再生 再々検討要請回答）

管
理
コ
ー

ド

具体的事業を
実現するため
に必要な措置
(事項名)

該当法令等 制度の現状

措
置
の
分

類

措
置
の
内

容 措置の概要(対応策) 再検討要請 提案主体からの意見
「
措
置
の

分
類

」
の

見
直
し

「
措
置
の

内
容

」
の

見
直
し

各府省庁からの再検討要請に対する回答 再々検討要請 提案主体からの再意見
「
措
置
の

分
類

」
の

再
見
直
し

「
措
置
の

内
容

」
の

再
見
直
し

各府省庁からの再々検討要請に対する
回答

提
案
事
項

管
理
番
号

措置の具体的内容 具体的事業の実施内容
提案主体
名

制度の所管・
関係官庁

0
4
2
0
1
6
0

議会と執行機
関との間の事
務委任及び補
助執行の創設

C

現行地方自治制度上、議会と長はそれぞれ独立の立場にお
いて相互に牽制し、均衡と調和の関係を保持することが予定
されている。議事機関である議会に事務の執行権限を認める
ことについては、議会と長の関係という制度の根幹に関わる
事項であり、慎重な検討を要するものである。

右の提案主体からの意見を
踏まえ、再度検討し回答され
たい。

本提案は、無制限な事務委任や補
助執行ではなく、議会においてその
所掌に属する事項を処理することが
できるよう求めるものである。
御貴見のとおり、議会と長はそれぞ
れ独立の立場において相互に牽制
し、均衡と調和の関係を保持するこ
とが望ましい。
しかしながら、地方自治法において
は、首長は広範な権限の推定を受
け、議会の権限は、制限的に解され
ている。
このため、議会は、その本来の活動
に係る事項についても、自ら処理す
ることができず、その殆どが、首長の
関与の下に行われており、議会の自
主性、自律性が著しく損なわれてい
るところ。それぞれ独立の立場にお
いて相互に牽制しあう制度的素地を
構築していく必要があると考える。

C
　貴市意見は議会を執行機関化するものであり、慎重な検討が
必要である。

右の提案主体からの意見
を踏まえ、再度検討し回答
されたい。

議会を執行機関化することを目的とするも
のではない。議決機関であっても、その役
割を果たすため、一定の事務が存在する
ものである。このため、その所掌に属する
事項について、自ら執行することができる
よう求めるものである。
また、議会の自主性・自律性の担保が目
的であり、事務委任や補助執行ではなく、
議会の所掌に関する事項を議会の権限す
ることでも足りる。
慎重な検討が必要であることは当然だ
が、そのためにも、構造改革特区制度に
おいて特例を設け、実証に付すことは、検
討に資すると考える。これができない理由
を示されたい。

C

現行地方自治制度上、議会は執行機関では
なく議事機関と位置づけられており、これを前
提に様々な制度設計がなされている。ご提案
については、地方自治制度の根幹に関わる
事項であり、慎重な検討を要するものであ
る。

1
0
4
6
0
7
0

議会と執行機関との間で、協議によ
り、事務委任及び補助執行が行える
こととする。

議会の所掌に関する事項について、その
予算執行を、協議により、首長から議長
に委任することにより、議会が自律的に
執行できるようにするものである。
具体的には、会議録の調製、議会広報、
実費弁償等の議会の本来の活動に係る
事項について、その予算執行を、協議に
より、首長から議長に委任し、議長にお
いて執行することができるようにする。
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0
4
2
0
1
7
0

県知事への各
種届出義務を
廃止する特区

地方自治法第
158条第3項、
第219条第2
項、第233条
第6項、第252
条の17の11

第158条
3　普通地方公共団体の長は、第1項の条例を制定し又は改廃した
ときは、遅滞なく、その要旨その他の総務省令で定める事項につ
いて、都道府県にあつては総務大臣、市町村にあつては都道府県
知事に届け出なければならない。
第219条
2　普通地方公共団体の長は、前項の規定により予算の送付を受
けた場合において、再議その他の措置を講ずる必要がないと認め
るときは、直ちにこれを都道府県にあつては総務大臣、市町村に
あつては都道府県知事に報告し、かつ、その要領を住民に公表し
なければならない。 
第233条
6　普通地方公共団体の長は、決算をその認定に関する議会の議
決及び第3項の規定による監査委員の意見と併せて、都道府県に
あつては総務大臣、市町村にあつては都道府県知事に報告し、か
つ、その要領を住民に公表しなければならない。 
第252条の17の11 　第3条第3項の条例を除くほか、普通地方公共
団体は、条例を制定し又は改廃したときは、政令の定めるところに
より、都道府県にあつては総務大臣、市町村にあつては都道府県
知事にこれを報告しなければならない。

C Ⅰ

都道府県が市町村の組織、予算・決算、条例といった基本的
な事柄について確実に把握しておくことは、都道府県が広域
にわたる事務や市町村の連絡調整に関する事務を適時適切
に行うに当たって必要である。　
その際、都道府県の市町村に対する関与について、その公正
性・透明性の確保の観点からこれを法定することは意義のあ
ることである。

提案内容に記載の届出事項
については、都道府県が意見
や助言を行うものではなく、結
果を受け取るのみとなってい
る。事務効率化の観点から、
全ての届出を義務とする制度
は改正すべきであり、例え
ば、都道府県が内容を把握
する必要があると判断した場
合のみ、報告するような制度
も考えられるのではないか。
右の提案主体からの意見も
踏まえ、再度検討し回答され
たい。

本市の場合平成17年中に県に報告
した件数は、条例87件、予算61件、
決算13件となり、報告書の厚みとし
ては約50センチとなる。県内の市町
村数が42のため、かなりの量の紙文
書を県が保管することになる。一方
市が報告しているにかかわらず、県
は必要の都度これらの資料の内容
について、市に照会するとともに、市
に対し電子データの送信を求めるこ
ともある。このことは、紙文書での報
告が十分活かされておらず、また情
報化の流れに逆行することを意味す
る｡都道府県がどうしても同法による
報告が必要であるということであれ
ば、一度調査されたい。

C Ⅰ

　本規定は、都道府県が、必要な都度市町村に対して資料提出
を要求することなく、市町村の組織、予算・決算、条例といった基
本的な事柄について確実に把握しておくためのものである。都道
府県においては重複して資料提出を要求することのないように本
規定により市町村から届け出られたものを十分に活用するべきも
の。なお、事務軽減のために電子文書により届け出ることも可能
である。

右の提案主体からの意見
を踏まえ、再度検討し回答
されたい。

本提案は、都道府県が市町村の基本的な
事柄について確実に把握するための地方
自治法第252条の17の11の規定が、現実
的に有効的に機能しておらず、無駄な事
務処理であることを指摘したものであり、
都道府県が法第252条の17の5による資
料の請求を市町村に対してするべきでな
いという趣旨で行ったものではない。少な
くとも、明らかに重複している内容である
地方自治法第158条第3項、第252条の17
の5及び第252条の17の11との関係につい
ては整理し、改正すべきであると考えるが
この点に関しては如何か。

C Ⅰ

地方自治法（以下、「法」という。）第252条の
17の11の規定は、都道府県が広域にわたる
事務や市町村の連絡調整に関する事務を適
時適切に行うに当たって、都道府県が市町村
の組織、予算・決算、条例といった基本的な
事柄について確実に把握しておくためのもの
である。一方、法第252条の17の５の規定は、
都道府県が市町村に対して技術的な助言若
しくは勧告、又は組織及び運営の合理化に関
する情報提供をするために必要な資料提出
を求めることができることの根拠規定である。
また、法第158条第３項の規定は、長の直近
下位の内部組織の設置等に関する条例の要
旨、当該条例を制定し又は改廃した理由、当
該条例の新旧対照表等の市町村から都道府
県への届出義務を定めたものである。このよ
うにご指摘の各規定は、それぞれ、内容が異
なるものであり、改正の必要はないものと考
える。なお、資料については電子文書により
届け出ることが可能である。事務処理の効率
化の観点から、届け出の方法や届け出られ
たものの有効な活用について岐阜県と県内
市町村との間で検討していただきたいと考え
ている。

1
0
4
6
0
6
0

市町村において、毎年度の予算及び
決算、内部組織変更時を含む条例の
制定・改廃時にこれを都道府県知事
に届け出ることが定められているが、
この届出義務を廃止する。

毎年度の予算及び決算、部設置条例そ
の他の条例の制定改廃時にこれを都道
府県知事に届け出る義務を廃止すること
により、これらに関する事務の迅速化、
簡素化を図るとともに自己決定・自己責
任の原則の意識の浸透を図る。
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0
4
2
0
1
8
0

事務処理特例
条例に基づく
事務移譲にお
ける協議等の
都道府県経由
規定の廃止

地方自治法
252条の17の3
第2項、第3項

第252条の17の3
2　前項の規定により市町村に適用があるものとされる法令の規定
により国の行政機関が市町村に対して行うものとなる助言等、資
料の提出の要求等又は是正の要求等は、都道府県知事を通じて
行うことができるものとする。 
3　第一項の規定により市町村に適用があるものとされる法令の規
定により市町村が国の行政機関と行うものとなる協議は、都道府
県知事を通じて行うものとし、当該法令の規定により国の行政機
関が市町村に対して行うものとなる許認可等に係る申請等は、都
道府県知事を経由して行うものとする。

C Ⅰ

いわゆる条例による事務処理特例制度は、法令で定められた
都道府県知事の権限を各都道府県の条例で定めることにより
国に協議にすることなく市町村に移譲することができることと
するものである。
このため、仮に地方自治法第２５２条の１７の３第２項及び第３
項を廃止し、国との協議や国への許認可等の申請等に関して
都道府県を経由することなく行うこととするには、市町村が直
接に国と協議を行うことや国に許認可等の申請等を行うことに
ついて事前に国との調整や協議が必要となることが考えら
れ、地方分権の推進の観点から慎重に考える必要がある。

事務処理特例制度を活用し
権限移譲した業務について、
その事務の中で生じる国との
協議等について、市町村が直
接実施する事を希望する際
は、そのような対応を可能と
するような制度が実施できな
いか、右の提案主体からの意
見も踏まえ、再度検討し回答
されたい。

　特例条例により県から市町へ事務
を移譲したにも関わらず県を経由し
なければ国との協議が行えないので
あれば，県はその経由事務のため
に人員配置等を行わなければなら
ず，行政のスリム化が図られない。
真の地方分権の推進の観点から
は，移譲を受けた市町が県を経由せ
ず，主体的，直接的に国と協議を行
うべきと考える。
　なお，市町への事務・権限の移譲
について，国への周知を行っていな
いことが弊害となるのであれば，移
譲を行った際に，その旨を各事務の
所管省庁に報告を行うことにより，そ
れ以降の事務については，県を経由
せず行うことが可能ではないか。

A Ⅰ

　現行法上も事務処理特例条例で市町村に移譲した事務につい
ては、法令の適用についても都道府県から市町村へ適用となるこ
とが原則であるが、国への協議又は許認可等の申請等について
は、国の行政機関の便宜から都道府県を経由することとしている
ものであることから、国の行政機関が了解するのであれば、特区
で対応することとしたい。

右の提案主体からの資料
も参考に、特区の実現に
向けて引き続き検討された
い。

　補足資料のとおり具体的な事例を提出
するので，特区の実現に向けてお願いし
たい。
（補足資料：地方自治法第252条の17の3
第3項の規定により，市町に移譲した後も
都道府県経由が必要となる協議・申請等
の具体事例）

A Ⅰ

現行法上は、国への協議又は許認可等の申
請等については、国の行政機関の便宜から
都道府県を経由することとしているものである
ことから、国の行政機関が了解するのであれ
ば、特区で対応することとしたい。

1
0
6
7
2
3
0

事務処理特例条例で基礎自治体に事
務を移譲した場合における個別法令
に基づく基礎自治体から国への事前
協議については，都道府県経由規定
を廃止すること。

都道府県経由規定を廃止することによ
り，事務処理特例条例で事務の移譲を受
けた基礎自治体において，直接国の行
政機関との協議等を行うこととなり，自主
的かつ効率的な行政運営を行うことが可
能となる。
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0
4
2
0
1
9
0

入札における
同価の場合の
落札者の決定
方法の緩和

地方自治法施
行令第167条
の9

第167条の9　普通地方公共団体の長は、落札となるべき同価の入
札をした者が二人以上あるときは、直ちに、当該入札者にくじを引
かせて落札者を定めなければならない。この場合において、当該
入札者のうちくじを引かない者があるときは、これに代えて、当該
入札事務に関係のない職員にくじを引かせるものとする。

C Ⅱ

地方公共団体の入札契約においては、入札参加資格及び入
札条件を満たした入札参加者についてはすべて平等に取り扱
われるべきである。これは同価の入札で落札者となるべきも
のが２人以上ある場合においても同様であり、その方法として
最も公平である「くじ」で定めることとしている。
なお、総合評価方式は、その対象を事業規模により限定して
いるものではなく、選定過程の透明性及び事業の品質確保の
観点から導入された制度であることから、まずは総合評価方
式を積極的に活用するべきである。

C Ⅱ C Ⅱ

1
1
6
9
0
1
0

入札において、複数者から同価で入
札された場合、くじにより落札者を決
定することとなっているが、規制緩和
により、独自の評価基準を用いて落
札者を決定する。

同価入札の場合に、第三者機関（学識経
験者等で構成する機関）で策定した独自
の評価基準を用いて、落札者を決定す
る。それにより、技術的な評価も取り入れ
ることができ、品質の確保が図れる。
なお、現行制度上は総合評価方式の採
用も考えられるが、事業規模の大きなも
のを想定した制度であり、入札執行から
落札決定までの期間が膨大にかかって
しまう。本方式であれば、通常の入札と
同等の期間で、小規模な事業についても
採用することができる。

鳥取市 総務省

0
4
2
0
2
0
0

地方公務員の
非常勤職員に
かかる育児休
業の適用

「育児休業・介
護休業等育児
又は家族介護
を行う労働者
の福祉に関す
る法律」
「地方公務員
の育児休業等
に関する法
律」

職員（非常勤職員等を除く）は、任命権者の承認を受けて、子が三
歳に達する日まで育児休業をすることができる。

C

育児休業制度は、長期間の休業及び休業後の復職を前提と
した法制度である。一方、公務における非常勤職員は、雇用
の継続を前提とするものではないことから、育児休業の適用
について制度化することは困難である。
なお、同様の理由で、国家公務員についても、非常勤職員に
は育児休業制度が適用されていないところである。

右の提案主体からの意見を
踏まえ、再度検討し回答され
たい。

「公務における非常勤職員は雇用の
継続を前提とするものではない」との
回答であるが、任期付短時間勤務
職員の任期は「３年を超えない範囲
内（特に事情がある場合は５年以
内）」と任期中の「出産・育児休業・復
職」が想定される。また、常勤の任期
付職員は育児休業の対象である。
民間企業においては、平成17年4月
より、一定範囲の期間雇用者につい
て育児休業が取得できることとなっ
た。民間企業に適用される育児休業
は１歳未満の子が対象となっている
ため、３～５年任期中の「妊娠・出
産・育児休業・復職」は十分可能で
ある。
非常勤職員に民間に準拠した育児
休業制度を再度検討願いたい。(別
様有）

C -

　育児休業制度は、長期間の休業及び休業後の復職を前提とし
た法制度であり、職員の継続的な勤務を促すという趣旨から、基
本的に長期継続雇用の常勤職員を念頭に置いている。
　非常勤職員である任期付短時間勤務職員は、育児休業の対象
とはならない一方、一般の任期付職員については、常勤の職員と
して法定の勤務時間により勤務することから、育児休業の対象と
しているものである。
　育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉
に関する法律との関係については、新たに同法の対象となった民
間の一部の有期雇用者は、育児休業終了後１年以上引き続き雇
用されることが前提とされているものである一方、公務における
非常勤職員については、雇用の継続を前提として任用されるもの
ではなく、同様の扱いは困難であるもの。

右の提案主体からの意見
を踏まえ、再度検討し回答
されたい。

　非常勤職員が育児休業の適用除外であ
る理由は、①長期継続雇用が前提でない
②常勤でない、のいずれであるか明確で
はありませんが、①については常勤の任
期付職員には育児休業が認められていま
す。また、任期付短時間勤務職員は民間
準拠の育児休業（満１歳半まで）であれば
休業終了後に1年以上引き続き雇用の
ケースも想定され導入は可能と考えます。
②につきましても、週30時間以上の任期
付短時間勤務職員は雇用保険の適用な
ど、他法においても常勤と同制度となって
います。社会保険加入など一定の条件付
で認めることは可能であると考えます。こ
れらを踏まえ、任期付短時間勤務職員の
育児休業適用について再度ご検討を願い
ます。

C -

育児休業制度は、基本的に長期継続雇用の
常勤職員を念頭においていることから、常勤
の職員である任期付職員をその対象としてい
るものであり、非常勤職員である任期付短時
間勤務職員は対象とならない。
また、任期付短時間勤務職員の各法律にお
ける取扱いについては、それぞれの法制度
の趣旨・目的等によって決まるものであること
から、同一に論ずることは困難である。

1
0
8
3
0
1
0

「育児休業・介護休業等育児又は家
族介護を行う労働者の福祉に関する
法律」において「地方公務員」は「地方
公務員の育児休業等に関する法律」
の適用となるため、育児休業の適用
除外とされているが、非常勤職員につ
いてはどちらの法律においても適用
除外となるため、民間育児休業法で
適用除外とされている「地方公務員」
を「地方公務員の育児休業等に関す
る法律の適用を受ける地方公務員」
に読み替えることにより、非常勤職員
を民間育児休業法の適用としようとす
るもの。

　地方公務員の非常勤職員に育児休業
制度を導入することにより、妊娠・出産に
よる雇用の中断をすることなく、安心して
働くことができる環境を整え、出産・子育
ての支援を目指す。
　具体的には、「育児休業・介護休業等
育児又は家族介護を行う労働者の福祉
に関する法律」において「地方公務員」は
育児休業の適用除外とされているが、適
用除外とされている「地方公務員」を「一
般職の地方公務員の育児休業等に関す
る法律の適用を受ける地方公務員」に読
替えることにより、非常勤職員を育児休
業法の適用とするもの。
　これにより、雇用の安定はもとより、経
済的支援（育児休業給付及び社会保険
料の掛け金免除）を可能とするものであ
る。

豊中市
総務省

厚生労働省
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 04 総務省 非予算（特区・地域再生 再々検討要請回答）

管
理
コ
ー

ド

具体的事業を
実現するため
に必要な措置
(事項名)

該当法令等 制度の現状

措
置
の
分

類

措
置
の
内

容 措置の概要(対応策) 再検討要請 提案主体からの意見
「
措
置
の

分
類

」
の

見
直
し

「
措
置
の

内
容

」
の

見
直
し

各府省庁からの再検討要請に対する回答 再々検討要請 提案主体からの再意見
「
措
置
の

分
類

」
の

再
見
直
し

「
措
置
の

内
容

」
の

再
見
直
し

各府省庁からの再々検討要請に対する
回答

提
案
事
項

管
理
番
号

措置の具体的内容 具体的事業の実施内容
提案主体
名

制度の所管・
関係官庁

0
4
2
0
2
1
0

子育て支援の
ための一般職
地方公務員の
採用要件の緩
和

地方公務員法
第１５条

職員の任用は、受験成績、勤務成績その他の能力の実証に基づ
いて行わなければならない。

C

地方公務員法第15条において、職員の任用は、受験成績、勤
務成績その他の能力の実証に基づいて行わなければならな
いとされており、多数の子供を養育しているといった要件のみ
で優先的に採用を行うことは、成績主義の原則に反するもの
であるため、本提案の実現は困難である。
なお、採用に当たり、子育てをしていることを理由に差別的取
扱いをしてはならないことは当然である。

C C

1
0
5
1
0
1
0

現行法で規定されている一般職地方
公務員の任用の根本基準について、
子育て支援等一定の要件を満たして
いる場合には、地方公共団体の条例
により地域の実情に応じた任用の基
準を定めることができるものとする。

一定人数以上の子育てを行う者に対し、
公務職場における就労機会を確保するこ
とにより、安心して子育てができる社会の
実現を目指す。
　具体的には、条例に定める基準（例え
ば４名以上の子供を養育する住民）を満
たす者が職業を求めている場合に、ワー
クシェアリングや制度休暇の取得奨励、
施策の充実（前倒し）等を通じて就労機
会の確保を図ることにより、ノーワーク・
ノーペイの原則のもとで、無償給付施策
に依存しないセーフティネットを実現し、
子育てに当たる者を応援する。

個人 総務省

0
4
2
0
2
2
0

子育て支援の
ための一般職
地方公務員の
採用要件の緩
和

地方公共団体
の一般職の任
期付職員の採
用に関する法
律第３条

任命権者は、高度の専門的な知識経験等を有する者を当該知識
経験等を活用して遂行することが特に必要とされる業務等に従事
させる場合には、条例で定めるところにより、職員を選考により任
期を定めて採用することができる。

C

地方公務員法第15条において、職員の任用は、受験成績、勤
務成績その他の能力の実証に基づいて行わなければならな
いとされており、多数の子供を養育しているといった要件のみ
で優先的に採用を行うことは、成績主義の原則に反するもの
であるため、本提案の実現は困難である。
なお、採用に当たり、子育てをしていることを理由に差別的取
扱いをしてはならないことは当然である。

C C

1
0
5
1
0
2
0

現行法で規定されている地方公共団
体の一般職の任期付職員の採用に
関する要件に、子育て支援等を目的
とする就労機会の確保を加える。

一定人数以上の子育てを行う者に対し、
公務職場における就労機会を確保するこ
とにより、安心して子育てができる社会の
実現を目指す。
　具体的には、条例に定める基準（例え
ば４名以上の子供を養育する住民）を満
たす者が職業を求めている場合に、ワー
クシェアリングや制度休暇の取得奨励、
施策の充実（前倒し）等を通じて就労機
会の確保を図ることにより、ノーワーク・
ノーペイの原則のもとで、無償給付施策
に依存しないセーフティネットを実現し、
子育てに当たる者を応援する。

個人 総務省

0
4
2
0
2
3
0

短時間勤務制
度対象事由の
緩和

地方公共団体
の一般職の任
期付職員の採
用に関する法
律第５条

任命権者は、各類型に応じた要件を満たす場合、短時間勤務職員
を任期を定めて採用することができる。

C

「リハビリ的に出勤を行うプログラム」については、その内容が
必ずしも明らかではなく、また、多くの自治体で行われている
ものとは承知していないが、復帰予定の職場などで復帰に向
けた一種のウォーミングアップ・治療過程として職員に作業体
験等を行わせるようなものを想定しているのであれば、このよ
うな状態は、一般的には職務に従事しているものとは考えら
れず、これを公務の扱いとすることはできない。
なお、「心身等の故障」の態様等にもよるが、負傷又は疾病の
ため療養する必要があり、その勤務しないことがやむを得ない
と認められる場合には、病気休暇として、必要最小限度の期
間、その療養に専念させるために、勤務を免除することが可
能であり、また、年次有給休暇の利用等も考えられることか
ら、現行制度を適切に活用することにより、職員の職場への円
滑な復帰を支援できるものと考える。

右の提案主体からの意見を
踏まえ、再度検討し回答され
たい。

リハビリ期間に、該当職員は、単に
心身の状況から長時間の勤務に耐
えられない状況ではあるが、短時間
であれば十分に勤務が可能であり、
行う業務は、基本的に正規職員が
行う業務と比較して遜色あるもので
はない。
また、分限休職に至るまでに療養休
暇や有給休暇を取得しているケース
が多数であることから現行制度上で
は運用ができない状況にある。

D -

　病気休暇は、負傷又は疾病のため療養する必要があり、その
勤務しないことがやむを得ないと認められる場合に、必要最小限
度の期間、その療養に専念させるために、勤務を免除するもので
あり、この療養には、負傷又は疾病が治った後の社会復帰のた
めリハビリテーションを受ける場合も含まれるものである。
　貴市における具体的事例の内容が明らかではないが、基本的
には、病気休暇等現行制度の活用により対応すべきものと考えら
れる。

右の提案主体からの意見
を踏まえ、再度検討し回答
されたい。

心身等の故障により分限休職となってい
る職員の場合、分限休職となる前の段階
で病気休暇の取得可能日数の上限まで
取得しているケースが多いため、分限休
職者が外形上職場復帰をして、その後病
気休暇等を活用して復帰当初の負担の軽
減を図りながらスムーズな職場復帰を進
めることは、現実的ではない。また、職場
復帰のためのリハビリテーション勤務は、
休職中の職員が職場復帰可能かどうか判
断するために必要とされる期間であり、こ
のような期間を設けずに職場復帰をさせ
ることとすると、本来の職場復帰自体を難
しくさせるものである。

C -

貴市再意見における「外形上職場復帰をし
て」、「休職中の職員が職場復帰可能かどう
か判断するために必要とされる期間であり」
等の記述から推測すると、職員が職務に従事
していないことを前提としていると考えられる
が、そうであるならば、一次回答において既
に回答したように、これを公務の扱いとするこ
とはできないものである。

1
1
4
5
0
1
0

現行制度では、短時間勤務が認めら
れるのは、再任用制度における短時
間勤務、平成16年地方公務員法改正
により任用可能となった任期付短時
間勤務職員のみとなっている。これに
加え、心身等の故障のため分限休職
していた常勤職員を対象に期限を限
定した短時間勤務を認めるもの。

心身等の故障のため分限休職していた
常勤職員を対象にスムーズな職場復帰
の実現を目的とするプログラムによる出
勤を対象にすることにより、出勤時間相
当の給与支給、公務及び通勤災害補償
の対象とするもの。

逗子市 総務省

0
4
2
0
2
4
0

任期付短時間
勤務職員の採
用要件の緩和

地方公共団体
の一般職の任
期付職員の採
用に関する法
律第５条

任命権者は、各類型に応じた要件を満たす場合、短時間勤務職員
を任期を定めて採用することができる。

C

公務の運営については、公務の中立性の確保、職員の長期
育成を基礎とする公務の能率性の追及等の観点から、任期
の定めのない常勤職員を中心として行われている。
任期付短時間勤務職員制度は、このような原則の例外とし
て、一定の期間における特定業務に従事する場合に限り、か
つ、基本的には他の職へ異動することのないことを想定して導
入されたものであり（平成１６年８月）、その対象を無限定に拡
大することは不適当である。

右の提案主体からの意見を
踏まえ、再度検討し回答され
たい。

任期付短時間勤務職員を採用する
にあたっては、条例で定めた特に必
要な場合に限って法定要件以外の
採用を可能とするものであり、無限
定に地方公共団体の裁量によって
採用しようとするものではない。多様
な任用形態を用いることによって、よ
り簡素で効率的な執行体制の推進
が可能となるとともに、一つの職を短
時間勤務職員の組み合わせで占め
ることで、地域の雇用創出にも資す
るものと考える。（別様有）

C -

　一次回答で示したとおり、公務の運営については、任期の定め
のない常勤職員を中心として行われており、任期付短時間勤務
職員制度はこのような原則の例外として、一定の期間における特
定業務に従事する場合に限り、かつ、基本的には他の職へ異動
することのないことを想定して導入されているものである。
　貴県の再検討要請における「条例で定めた特に必要な場合」と
は、どのような場合なのか明らかではないが、任期付短時間勤務
職員の採用について、広く地方公共団体の裁量を認めることは、
一定の要件の下に任期付短時間勤務職員の採用を認めることと
した制度の趣旨にそぐわないものである。

右の提案主体からの意見
を踏まえ、再度検討し回答
されたい。

短時間勤務職員を採用することで、より簡
素で効率的な執行体制の推進を図るもの
であり、公務員として勤務しながら、ボラン
ティア、介護、育児に従事するなど多様な
ライフスタイルに対応した任用形態として
期待できるほか、一つの職を短時間勤務
職員の組み合わせで占めることにより、地
域の雇用創出の効果も期待できるなど、
就業意識の多様化等を考慮した公務のよ
り能率的な運営を促進するという法の趣
旨に照らしても、適当なものと考える。（別
様有り）

C -

公務の運営については、任期の定めのない
常勤職員を中心として行われているが、任
用・勤務形態の多様化を図る観点から、任期
付短時間勤務職員制度等を導入しているとこ
ろであり、まずは、これらを活用すべきものと
考える。
なお、貴県補足資料によると「公務員として勤
務しながら、恒常的にボランティア、介護、育
児に従事する」ことが想定されているが、この
ような趣旨を実現するための制度は、民間に
おいても設けられているとは考えられず、公
務員制度としてそのような制度を設けること
は困難である。
また、公務員制度のあり方については、まず
は公務の中立性の確保、公務の能率性の追
及等の観点から考えられるべきものである。

1
1
2
2
0
1
0

任期付短時間勤務職員の採用につい
て、法定の要件（一定の期間内に業
務終了が見込まれる場合等）以外に、
条例で定める場合における採用を可
能とする。

任期付短時間勤務職員の採用 兵庫県 総務省

0
4
2
0
2
5
0

任期付短時間
勤務職員の任
期撤廃

地方公共団体
の一般職の任
期付職員の採
用に関する法
律第６条

短時間勤務職員の任期は、３年（特に必要がある場合として条例
で定める場合は５年）を超えない範囲で任命権者が定める。

C

公務の運営については、公務の中立性の確保、職員の長期
育成を基礎とする公務の能率性の追及等の観点から、任期
の定めのない常勤職員を中心として行われている。
任期付短時間勤務職員制度は、このような原則の例外とし
て、一定の期間における特定業務に従事する場合に限り、か
つ、基本的には他の職へ異動することのないことを想定して導
入されたものであり（平成１６年８月）、短時間勤務職員を任期
の定めなく採用する場合には、人事配置など長期的な人事管
理に困難が予想されること等から、ご提案のような任期付短
時間勤務職員の任期の撤廃は不適当である。
また、地方公務員法第１４条第１項及び第２４条第５項におい
て、地方公務員における勤務時間等の勤務条件については、
民間や国家公務員におけるものと均衡を図ることが求められ
ているが、民間でも契約期間の定めのない短時間正社員制
度のような雇用形態は、現時点で、一般的とは言い難く、ま
た、国家公務員においても、そのような制度はないところであ
る。

右の提案主体からの意見を
踏まえ、再度検討し回答され
たい。

任期付短時間勤務職員の人事管理
については、地方公共団体の実情
に応じて、定数、昇任、異動等をきめ
細やかに別途管理することにより対
応可能と考える。また、民間の労働
者については、任期を定めた労働契
約について、任期の更新が可能であ
ることから、公務部門においても任
期の上限を超えた任用が可能となる
措置を求めるものである。（別様有）

C -

　一次回答で示したとおり、公務の運営については、任期の定め
のない常勤職員を中心として行われており、任期付短時間勤務
職員制度はこのような原則の例外として、一定の期間における特
定業務に従事する場合に限り、かつ、基本的には他の職へ異動
することのないことを想定して導入されているものである。
　このように他の職への異動を前提としていない本制度の任期を
撤廃することは、職務の長期固定を招くことから、人事管理の面
での困難に加え、公務の能率性の低下といった問題も考えられ
る。
　また貴県の再検討要請では、民間の労働者については「任期
の更新が可能」としているが、任期付短時間勤務職員制度におい
ても、地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律
第７条第２項において、一定の場合には、５年を超えない範囲の
中で任期を更新することが可能とされているところである。
　さらに、一次回答で示したとおり、国家公務員においても、貴県
提案のような制度は設けられていないところであり、地方公務員
法第１４条第１項及び第２４条第５項において、地方公務員にお
ける勤務時間等の勤務条件について、民間や国家公務員におけ
るものと均衡を図ることが求められているということも踏まえると、
貴県の再検討要請は不適当である。

右の提案主体からの意見
を踏まえ、再度検討し回答
されたい。

短時間勤務職員を採用することで、より簡
素で効率的な執行体制の推進を図るもの
であり、公務員として勤務しながら、ボラン
ティア、介護、育児に従事するなど多様な
ライフスタイルに対応した任用形態として
期待できるほか、一つの職を短時間勤務
職員の組み合わせで占めることにより、地
域の雇用創出の効果も期待できるものと
考える。また、現行の任期付短時間勤務
職員の任期が、最大で５年しか認められ
ていないのに対し、民間労働者は有期労
働契約の更新が可能となっていることか
ら、任期の上限を超えた任用が可能とな
るような措置を求めるものである。（別様
有り）

C -

公務の運営については、任期の定めのない
常勤職員を中心として行われているが、任
用・勤務形態の多様化を図る観点から、任期
付短時間勤務職員制度等を導入しているとこ
ろであり、まずは、これらを活用すべきものと
考える。
なお、貴県補足資料によると「公務員として勤
務しながら、恒常的にボランティア、介護、育
児に従事する」ことが想定されているが、この
ような趣旨を実現するための制度は、民間に
おいても設けられているとは考えられず、公
務員制度としてそのような制度を設けること
は困難である。
また、公務員制度のあり方については、まず
は公務の中立性の確保、公務の能率性の追
及等の観点から考えられるべきものである。

1
1
2
2
0
2
0

任期付短時間勤務職員の任期を撤廃
する。

任期付短時間勤務職員の採用 兵庫県 総務省

0
4
2
0
2
6
0

市町村に限ら
ないまちづくり
事業に対する
地域を越えた
臨機応変な行
政対応（地域
活動推進）

- - E －

市町村の枠組みを超えたまちづくり事業等を、民間団体が実
施する際に、関係窓口が別々に設けられている場合におい
て、当該窓口を一本化することを制限する規制は存在しない。
具体的には、関係地方公共団体間の協議により、地方自治法
第252条の２に規定する協議会を設置して、当該窓口事務を
共同して処理することなどができるもの。

E - E -

1
0
8
0
0
1
0

まちづくり事業は、教育分野、農林水
産分野、幼保・医療福祉分野、環境分
野、産業振興・まちづくり分野、地域再
生計画分野の全てが関わっている
が、いくつかの目的で同時に振興でき
る事業が、タテ割り行政の弊害で、
別々の窓口での取り扱いとなり、事業
展開への妨げとなっている。そこで、
まちづくり事業に対しては、地方自治
法の行政区を越えて、関連する分野
のすべてを取り扱う行政窓口を設置
することにより、諸手続きが簡略でき
地域が活性される。

様々な目的で別々に展開されている、ま
ちづくり事業の窓口を一元化することによ
り、それぞれの事業につながりが生ま
れ、情報発信の基盤ともなるし、また事
業を執り行なおうとする諸団体の緒手続
きが簡略化され、まちづくり事業の推進
に繋がる。

社団法人
日本青年
会議所　関
東地区千
葉ブロック
協議会

総務省
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 04 総務省 非予算（特区・地域再生 再々検討要請回答）

管
理
コ
ー

ド

具体的事業を
実現するため
に必要な措置
(事項名)

該当法令等 制度の現状

措
置
の
分

類

措
置
の
内

容 措置の概要(対応策) 再検討要請 提案主体からの意見
「
措
置
の

分
類

」
の

見
直
し

「
措
置
の

内
容

」
の

見
直
し

各府省庁からの再検討要請に対する回答 再々検討要請 提案主体からの再意見
「
措
置
の

分
類

」
の

再
見
直
し

「
措
置
の

内
容

」
の

再
見
直
し

各府省庁からの再々検討要請に対する
回答

提
案
事
項

管
理
番
号

措置の具体的内容 具体的事業の実施内容
提案主体
名

制度の所管・
関係官庁

0
4
2
0
2
7
0

「公共コンビ
ニ」での窓口
業務の実施

住民基本台帳
法第１２条、
第２０条、住
民基本台帳法
施行令第１５
条

住民基本台帳に記録されている者は、その者が記録されている住
民基本台帳を備える市町村の市町村長に対し、住民票の写し等の
交付を請求することができる。

D －

住民基本台帳法第１２条第１項の規定に基づく同項の住民票
の写し若しくは住民票記載事項証明書、同法第２０条第１項の
規定に基づく同項の戸籍の附票の写し又は市町村長が作成
する印鑑に関する証明書の交付及びこれらの写しの引渡しに
ついては、競争の導入による公共サービスの改革に関する法
律第３４条第１項において、既に官民競争入札又は民間競争
入札の対象とすることができるとされているところ。したがっ
て、ご要望の民間事業者においても、公共サービス実施民間
事業者の要件等を満たせば、業務を行うことは可能となるとこ
ろ。

右の提案主体からの意見を
踏まえ、再度検討し回答され
たい。

今回提案は、パブリックコメント「競
争の導入による公共サービスの改
革に関する法律第３４条の規定に基
づく省令案に対する意見の募集」で
の意見対応にある「コンビニ等によ
る経由機関方式」を、庁舎併設のコ
ンビニに担わせるものです。現行法
対応可能の回答だが、市内複数店
舗を指定事業者として６業務実施に
活用するのではなく、庁舎併設コン
ビニを開設して多様な機能を構築す
るうちの窓口６業務となる。そのため
事業者はプロポーザル方式により選
定する可能性が高い。窓口６業務は
プロポーザルの前提条件とする、又
は事業者決定後に業務委託契約を
結ぶことになると考えられる。こうし
た契約方法が現行法で対応可能で
あるか確認します。

D -
御提案の契約方法が現行法で対応可能かどうかについては、競
争の導入による公共サービスの改革に関する法律等の定めると
ころにより判断すべきものと考える。

D -

1
0
9
0
0
1
0

現行法では守秘義務の適用ができな
い民間事業者（コンビニエンスストア）
に対して、市庁舎併設の店舗におけ
る窓口サービスにおいて、その従事
者に守秘義務、みなし公務員としての
服務の一部を課すことを可能とする。

市庁舎の一部にコンビニエンスストアを
併設して民間事業者との委託等の関係
により窓口業務（諸証明の受付発行等）
を行う。市民の利便性向上を目的に閉庁
時間に多くの公共サービスを庁舎併設空
間で行えるようにする。具体的には店舗
窓口が諸証明の申請を預かりして、翌日
市が発行して申請者希望の時間帯に再
び送達して交付を行う。今後は多くの業
務の展開を検討していく。この際に委託
等の関係にある民間事業者に守秘義務
の適用を課すものである。

豊明市
総務省
法務省

0
4
2
0
2
8
0

個人の道府県
民税に係る地
方団体の徴収
金算定方法へ
の柔軟な対応
について

地方税法第42
条
地方税法施行
令第８条

（１）市町村が道府県に払い込むべき個人道府県民税に係る地方団体の徴収金
の額
(前月中に納付（納入）のあった住民税に係る徴収金の額)　×　払込みあん分率
（２）払込みあん分率
(当該市町村の当該年度の収入額となるべき個人の道府県民税の課税額の合
計額)　÷　｛（当該市町村の当該年度の収入額となるべき個人の道府県民税の
課税額の合計額）　＋　（当該市町村の当該年度の収入額となるべき個人の市
町村民税の課税額の合計額）｝
①特定あん分率　当該年度分の住民税の最初の納期限の月の末日現在（通常
は６月30日現在）において、上の式により算定したあん分率をいう。最初の納期
限の月の翌月から翌年３月まで（通常７月から翌年３月までの各月）、特定あん
分率により払い込む。
②確定あん分率　当該年度の末日現在（３月31日現在）において、上の式により
上の式により算定したあん分率をいう。翌年度の４月から６月までの各月におい
て、確定あん分率により払い込む。
（３）清算
個人の道府県民税に係る地方団体の徴収金を道府県に払い込む際に、最終的
によるべきものは当該年度の３月31日現在の確定あん分率であるので、当該年
度の収入額となるべき分として出納閉鎖日までに市町村に納付又は納入のあっ
た個人の道府県民税に係る地方団体の徴収金と個人の市町村民税に係る地方
団体の徴収金との合算額を当該年度の確定あん分率によってあん分した額のう
ち道府県に払い込むべき額と３月31日までに既に払い込んだ額との間に過不足
があるときは、４月から６月までの月において払い込むべき額で清算する。
【参考】市町村における実際の事務処理手順（例）
①　実際に納付（納入）された税額の集計（大抵の場合、電算上で集計したリス
トを出力）
②　税額に払込みあん分率を乗じ、道府県への徴収金を算出
※　現在ではほとんどの自治体でパソコンが導入され、表計算ソフトも当然のよ
うに使用できる環境にあり、徴収金の算出は容易に可能

Ｆ Ⅱ

税制上の措置については、毎年度の税制改正の過程の中
で、その適否が審議されるものである。
よって、今治市の要望についても、所要の税制改正の手続き
（税制調査会における検討等）を踏まえ、実現に向けた検討を
進めてまいりたい。

貴省回答はF（提案の実現に
向けて対応を検討）とあるが、
提案の実現に向けた検討に
ついて、その主体、内容、検
討を開始する時期及び実施
までに要する期間を明確に回
答されたい。

県・市民の方が市県民税を納付する
際、それぞれ別々に納付する方はい
ない。それが市・県どちらで使われる
か関心を持っていないのが現状であ
る。この徴収金の算定について、市
県民税振り分け額の積み上げ額に
よる算定を可能とすることにより、事
務の簡素化が見込まれ、市・県の事
務の効率化と人件費の削減が一層
図られる。

F Ⅱ
平成１９年度改正に向けた検討を行うこととしている。
なお、税制改正については、与党税制調査会における議論、決
定を経る必要があるもの。

F Ⅱ

1
0
9
7
0
1
0

現行の按分率による算定方法だけで
なく、併せて電算システムが整備さ
れ、市県民税の振分けによる県民税
の積上げ額が算定出来る場合に限っ
て、各自治体のシステム導入の状況
如何により、算定方法の選択を可能と
する。

地方税法施行令第8条で定められている
個人市民税・個人県民税の特定按分率
及び確定按分率による県民税の算出方
法だけでなく、併せて市県民税の振分け
が出来る電算システムの整備が完了して
いる自治体に限っては、システム内にお
ける県民税の積上げ額での納付も可能
になるよう、算定方法の選択制を導入す
る。

今治市 総務省

0
4
2
0
2
9
0

国立大学法人
に対する寄附
金等の支出の
緩和

地方財政再建
促進特別措置
法第２４条

地方公共団体は、国等に対し、地方財政再建促進特別措置法第２
４条の規定により、同法施行令第１２条の３に規定されている場合
以外、寄付金等は支出できないこととされている。

C Ⅰ

地方公共団体と国立大学法人等との連携強化については、
平成１４年１１月に地方財政再建促進特別措置法施行令を改
正し、地方公共団体の要請に基づいて国立大学法人等が実
施する研究開発等で、一定の要件を満たすものに要する経費
に対しては、地方公共団体が寄附金等の支出（施設の無償貸
与等を含む）を行うことができるよう措置したところ。
さらに今般、「地域の知の拠点再生プログラム」（平成１８年２
月１５日地域再生本部決定）において、地方公共団体が、地
域産業の振興等に寄与する研究開発等を地域再生計画に位
置付け、当該地方公共団体の要請に応じて国立大学法人が
実施する場合には、同法に基づく寄附金等の支出協議手続を
簡素・迅速化する措置を講じているところであり、上記の措置
とあわせて一層の活用を図られたい。
一方、当該国立大学法人の通常の研究開発等に要する経費
は、施設の借り受けも含め国立大学法人ひいては国が負担
するべきものであり、同法第２４条の対象から県有財産使用
料の減免を除外することは認められない。

C Ⅰ C Ⅰ

1
1
1
7
0
1
0

地方公共団体は、地方財政再建促進
特別措置法第２４条第２項の規定によ
り、国等に対する寄付について制限を
受けているが、県有財産の使用料に
ついては、総務大臣の同意を要しな
いものとする。

生涯学習に対するニーズが高まるなか
で、地方公共団体の判断に基づく国立大
学法人等への財政支出を認めることによ
り、地方公共団体の施設を活用した公開
講座の実施など、自治体と国立大学法
人の連携による、国立大学法人が持つ
知的資源を活用した地域振興策を実施
する。

秋田県 総務省

0
4
2
0
3
0
0

補助を受けて
整備した施設
の転用に伴う
地方債繰り上
げ償還免除に
ついて

第５条の２
地方債の償還年限は、当該地方債を財源として建設した公共施設
の耐用年数を超えないようにしなければならないこととされてい
る。

Ｆ Ⅳ
譲渡先及び譲渡後の活用方法等実態に応じた検討をする必
要があり、ケースバイケースで検討する必要があるため。

貴省回答はF（提案の実現に
向けて対応を検討）とあるが、
提案の実現に向けた検討に
ついて、その主体、内容、検
討を開始する時期及び実施
までに要する期間を明確に回
答されたい。

F Ⅳ
総務省において、平成１８年度中に、「地域再生マニュアル」に無
償譲渡による公共施設の転用の場合の地方債の繰上償還の免
除の考え方等の規定を盛り込むなどについて検討を行う。

より多くの自治体が本支援
措置を活用できるよう、早
急にマニュアルの改正を
実施されたい。

既に市が抱える４００を超える施設の今後
のあり方(直営・指定管理・譲渡・廃止）を
既に決定しており、現在、施設単位で調整
を進めているところである。
今回の提案も対象施設があることを前提
に行ったものであり、出来れば９月に地域
再生計画申請を行いたいと考えている。
無償譲渡による公共施設の転用を前提と
した地域再生マニュアルの整備について
は、早急に検討のうえ具体の作業を進め
られたい。

B
-
地

平成１８年度中に、「地域再生マニュアル」を
改正し、無償譲渡による公共施設の転用の
場合の地方債の繰上償還の免除の考え方等
の規定について記載する。

1
0
8
9
0
2
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補助を受けて整備した施設（社会福
祉施設・保健衛生施設等）を民間や自
治会、NPO法人等の地域活動団体に
対しても無償譲渡を可能にしたうえ
で、地方債の繰り上げ償還免除の対
象とする。

氷上郡6町が合併して誕生した丹波市は
各町において、国県の補助を活用した施
設が相当数存在し、市として有効活用を
図る上で、活用方策を見直すとともに行
革の観点でも整理統廃合が重要な課題
となっている。
　これら施設のあり方を見直すにあたり、
市内各地域の特性を活かした取り組みを
考えていく中で、地域で活用されている
公園やコミュニティ施設等を地域活動団
体や民間に無償譲渡する。丹波市独自
の「地域づくり交付金」の活用により、地
域の活動拠点として自由な発想での活
用により、地域の活性化につなげようと
するものである。

丹波市
総務省

厚生労働省

0
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3
1
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選挙権の居住
期間による制
限の緩和

公職選挙法第
９条第２項

日本国民たる年齢満２０年以上の者で引き続き３箇月以上市町村
の区域内に住所を有する者は、その属する地方公共団体の議会
の議員及び長の選挙権を有する。

C Ⅰ

地方選挙における３ヶ月の居住要件は、地方公共団体の住民
としての権利を行使する上で、ある程度その地域社会に居住
し、地縁関係を構築し、その団体の事情にも通じる必要がある
という観点から公職選挙法制定時から設けられたものであり、
広く国民の間に定着してきたものである。
また、各種の選挙を適正に執行するため、国政選挙・地方選
挙を通じた選挙人名簿を採用しており、その正確性を期する
ためには、事実確認等に一定の期間を要することから、３ヶ月
の居住要件を選挙人名簿の登録要件としているところである。
これを緩和することは、選挙の基本に関わる問題であるので、
まずは各党各会派で十分に議論がなされる必要がある。

右の提案主体からの意見を
踏まえ、再度検討し回答され
たい。

選挙権の行使に地縁関係の構築が
必要な理由が不明である。よしんば
必要だとしても、例えば長年居住し
ていたところ、仕事の関係で他所へ
居住し、1年後に元の居住地に戻る
場合等であれば問題無いし、更に団
体の事情は引越し前に調べればよ
い。又、選挙人名簿の事実確認に時
間がかかるとあるが、転居関係の書
類は、印鑑登録等本人確認が必要
な手続きはほとんど全て1日で終了
するので、選挙人名簿登載だけ3ヶ
月かかるのはおかしいのではない
か。最後の各党各派の幅広い議論
が必要との回答は、法律は国会で
の議論が全て必要のはずであり、
又、議員提出ではない内閣提出の
公選法の改正法案もあるため、C回
答の理由にはならないのではない
か。

C Ⅰ

地方選挙における３ヶ月の居住要件は、地方公共団体の住民と
しての権利を行使する上で、ある程度その地域社会に居住し、地
縁関係を構築し、その団体の事情にも通じる必要があるという観
点から公職選挙法制定時から設けられたものであり、広く国民の
間に定着してきたものである。
また、各種の選挙を適正に執行するため、国政選挙・地方選挙を
通じた選挙人名簿を採用しており、その正確性を期するために
は、事実確認等に一定の期間を要することから、３ヶ月の居住要
件を選挙人名簿の登録要件としているところである。
これを緩和することは、選挙の基本に関わる問題であるので、ま
ずは各党各会派で十分に議論がなされる必要があり、特区制度
により対応することは困難である。

右の提案主体からの意見
を踏まえ、再度検討し回答
されたい。

特区室の再検討要請文は「提案主体から
の意見を踏まえ・・・」とあったが、貴省回
答は意見に対しての具体的な回答がなさ
れていない。３ヶ月という制限について合
理的な理由がないのであれば、選挙の都
度話題になる投票率向上のためにも見直
すべきではないか。また、「特区での対応
は困難」であるならば、全国での規制改革
であれば見直しは可能なのか。再検討要
請時の意見に対する回答とともに、ご見解
を伺いたい。

C Ⅰ

地方選挙における３ヶ月の居住要件は、地方
公共団体の住民としての権利を行使する上
で、ある程度その地域社会に居住し、地縁関
係を構築し、その団体の事情にも通じる必要
があるという観点から公職選挙法制定時から
設けられたものであり、広く国民の間に定着
してきたものである。
また、各種の選挙を適正に執行するため、国
政選挙・地方選挙を通じた選挙人名簿を採用
しており、その正確性を期するためには、事
実確認等に一定の期間を要することから、
３ヶ月の居住要件を選挙人名簿の登録要件
としているところである。
これを緩和することは、選挙の基本に関わる
問題であるので、まずは各党各会派で十分に
議論がなされる必要がある。
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選挙権について、引き続き３ヶ月以上
市町村の区域内に住所を有さなけれ
ば、その自治体の首長及び議会議員
の選挙をすることができない。これで
は、永住のために引越しをした時期
に、その市町村長の選挙などがあっ
た場合、選挙に参加できないというの
は問題である。一時居住（例えば２年
以内など）ではない場合、意思表示に
より、希望者には住民票を異動した日
から選挙人名簿に登載し、首長等の
選挙に参加できるようにする。

年度替わりの４月など、引越しが多い時
期に、地方自治体の選挙が多く行われる
傾向がある。このとき、退職等で永住を
目的として住居を変更したとしても、その
時期（４月から６月）に行われる地域の選
挙には、参加できないという不合理があ
る。自分が住みたいと考えて引越しをし
たのに、地方自治に参加するという権利
が奪われているという現状について、是
正していただきたい。国政選挙等の場
合、旧住所地の選挙区で投票するため
に投票用紙の請求等、手続きが煩雑な
上、地元の選挙には参加できないという
矛盾があり、このことから投票をしない人
も多いと思われる。従って、「３ヶ月」とい
う規制を改革すれば、投票する者も増え
ると考える。

個人 総務省
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公開討論会の
実施

公職選挙法第
１６４条の３

　公職の候補者以外の者が二人以上の公職の候補者の合同演説
会を開催すること、候補者届出政党以外の者が二以上の候補者
届出政党の合同演説会を開催すること及び衆議院名簿届出政党
等以外の者が二以上の衆議院名簿届出政党等の合同演説会を
開催することはできない。

C Ⅰ
第三者が主催する公開討論会の可否については、選挙運動
のあり方にかかわる問題であり、まずは各党各会派で十分に
議論がなされる必要がある。

C Ⅰ C Ⅰ

1
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1
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選挙期間中に第三者が主催する公開
討論会を実施できるようにする．

選挙期間内という有権者が選挙に対する
関心が高い時期に公平中立な公開討論
会を実施することによって各候補者の意
見を比較検討を容易にする．また，投票
率の増加も期待できる．

社団法人
日本青年
会議所　関
東地区東
京ブロック
協議会

総務省
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 04 総務省 非予算（特区・地域再生 再々検討要請回答）

管
理
コ
ー

ド

具体的事業を
実現するため
に必要な措置
(事項名)

該当法令等 制度の現状

措
置
の
分

類

措
置
の
内

容 措置の概要(対応策) 再検討要請 提案主体からの意見
「
措
置
の

分
類

」
の

見
直
し

「
措
置
の

内
容

」
の

見
直
し

各府省庁からの再検討要請に対する回答 再々検討要請 提案主体からの再意見
「
措
置
の

分
類

」
の

再
見
直
し

「
措
置
の

内
容

」
の

再
見
直
し

各府省庁からの再々検討要請に対する
回答

提
案
事
項

管
理
番
号

措置の具体的内容 具体的事業の実施内容
提案主体
名

制度の所管・
関係官庁

0
4
2
0
3
3
0

首長候補等の
ビラの頒布の
許可

公職選挙法第
１４２条

地方選挙においては、選挙運動のために使用する文書図画は、都
道府県知事若しくは議会の議員、指定都市の長若しくは議会の議
員、指定都市以外の市の長若しくは議会の議員又は町村の長若
しくは議会の議員の選挙ごとに定められた枚数の通常葉書のほか
は、頒布することができない。

C Ⅰ
地方選挙における候補者個人の選挙運動用ビラの頒布につ
いては、選挙運動のあり方にかかわる問題であり、まずは各
党各会派で十分に議論がなされる必要がある。

右の提案主体からの意見を
踏まえ、再度検討し回答され
たい。

国政選挙と違い、地方選挙は無所
属議員等も多く、必ずしも政党主導
型ではないので、各政党で十分に議
論がなされる期待は小さい。
また、何よりも国政選挙で認められ
ていて、地方選挙では許されない理
由を伺いたい。

C Ⅰ
地方選挙における候補者個人の選挙運動用ビラの頒布について
は、選挙運動のあり方にかかわる問題であり、まずは各党各会
派で十分に議論がなされる必要がある。

右の提案主体からの意見
を踏まえ、再度検討し回答
されたい。

公職選挙法で定められている規制に対
し、特区の提案をしているのであって、「選
挙運動のあり方にかかわる問題であり、
まずは各党各会派で十分に議論がなされ
る必要がある。」は、「Ｃ（特区として対応
不可）」とする理由になっていない。「選挙
運動のあり方にかかわる問題であり、まず
は各党各会派で十分に議論がなされる必
要がある。」と貴省が判断したものは、特
区対象として検討もしないということなの
か回答されたい。

C Ⅰ

地方選挙における候補者個人の選挙運動用
ビラの頒布については、選挙運動のあり方に
かかわる問題であり、まずは各党各会派で十
分に議論がなされる必要がある。

1
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自治体の首長及び議員選挙のとき、
候補者個人の選挙運動用ビラの頒布
を許可する。

首長及び議員選挙の有権者数を限度と
してビラの頒布（散布は不可）を許可す
る。
種類は国政選挙と同様2種類までとす
る。

逗子市 総務省
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市長、市議会
議員選挙の候
補者が選挙運
動のためにマ
ニフェストの頒
布ができるとと
もに、マニフェ
スト作成を公
営とする特区

公職選挙法第
１４２条の２

総選挙又は通常選挙においては、候補者届出政党若しくは衆議
院名簿届出政党又は参議院名簿届出政党等は、当該候補者届出
政党若しくは衆議院名簿届出政党又は参議院名簿届出政党等の
本部において直接発行するパンフレット又は書籍で国政に関する
重要政策及びこれを実現するための基本的な方策等を記載したも
の又はこれらの要旨等を記載したものとして総務大臣に届け出た
それぞれ一種類のパンフレット又は書籍を、選挙運動のために頒
布（散布を除く。）することができる。

C Ⅰ

地方選挙における選挙運動用パンフレットの頒布について
は、
・選挙運動費用が増嵩することをどう考えるか
・現在、国政選挙については、政党についてのみ選挙運動用
のパンフレットの頒布を認めているが、地方選挙の候補者に
頒布を認める場合、国政選挙の候補者についてどう考えるか
など、検討すべき事項があると考えられる。
いずれにせよ、地方選挙における選挙運動用パンフレットの
頒布については、選挙運動のあり方にかかわる問題であり、
まずは各党各会派で十分に議論がなされる必要がある。

右の提案主体からの意見を
踏まえ、再度検討し回答され
たい。

国政選挙の候補者においても、地方
選挙の候補者との均衡上、同様にマ
ニフェスト頒布を認める法改正を行
う｡また、選挙公営を拡充すれば選
挙運動費用の増崇はやむを得ない
と考える｡投票率の低下傾向に歯止
めをかけるとともに、市民の市政へ
の参加をより一層高めるためにマニ
フェストの頒布及びマニフェストの作
成の公営は必要と考える｡したがっ
て、各党各派に必要性について働き
かけていただきたい。

C Ⅰ

地方選挙における選挙運動用パンフレットの頒布については、
・選挙運動費用が増嵩することをどう考えるか
・現在、国政選挙については、政党についてのみ選挙運動用の
パンフレットの頒布を認めているが、地方選挙の候補者に頒布を
認める場合、国政選挙の候補者についてどう考えるか
など、検討すべき事項があると考えられる。
いずれにせよ、地方選挙における選挙運動用パンフレットの頒布
については、選挙運動のあり方にかかわる問題であり、その必要
性も含めて、まずは各党各会派で十分に議論がなされる必要が
ある。

右の提案主体からの意見
を踏まえ、再度検討し回答
されたい。

前回、各党各会派に地方選挙におけるマ
ニフェストの必要性について働きかけてい
ただきたいと意見を述べたが、その回答
になっていない。各党各会派において十
分に議論がなされる必要があるのは分か
るが、貴省として地方選挙におけるマニ
フェストの必要性についてどう考えるの
か、再度貴省の見解をお伺いしたい。

C Ⅰ

地方選挙における選挙運動用パンフレットの
頒布については、
・選挙運動費用が増嵩することをどう考える
か
・現在、国政選挙については、政党について
のみ選挙運動用のパンフレットの頒布を認め
ているが、地方選挙の候補者に頒布を認め
る場合、国政選挙の候補者についてどう考え
るか
など、検討すべき事項があると考えられる。
いずれにせよ、地方選挙における選挙運動
用パンフレットの頒布については、選挙運動
のあり方にかかわる問題であり、その必要性
も含めて、まずは各党各会派で十分に議論
がなされる必要がある。
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公職選挙法第142条の2を改正し、市
長、市議会議員選挙の候補者が市政
に関する重要事項及びこれを実現す
るための基本的な方策等を記載した
パンフレット又は書籍で、市の選挙管
理委員会に届け出たそれぞれ一種類
を、選挙運動のために頒布することが
できるようにする。選挙の告示前にこ
れらを作成するために事務員を雇用
した場合については、当該パンフレッ
ト又は書籍作成の業務に従事した各
日について、その勤務に対して支払う
べき報酬の額の合計金額を無料とす
る。

選挙運動において、より具体的な政策を
記載したパンフレット又は書籍の配付が
可能となることにより、市民が市政に対す
る理解を深めることになり、課題となって
いる投票率の低下傾向に歯止めをかけ
ることにつながる｡　
このためにも、パンフレット又は書籍の作
成のために従事する事務員の人件費を
公営とすることにより、当該パンフレット
又は書籍の作成に負担がかからないよう
にする｡

多治見市 総務省
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公職選挙法第
９条の改正

公職選挙法第
９条

日本国民たる年齢満２０年以上の者で引き続き３箇月以上市町村
の区域内に住所を有する者は、その属する地方公共団体の議会
の議員及び長の選挙権を有する。

C Ⅰ

選挙権年齢の問題は、民法上の成人年齢や刑事法での取扱
いなど法律体系全般との関連も十分に考慮しながら検討され
るべき問題である。
いずれにせよ、選挙権年齢のあり方については、選挙の基本
に関わる問題であるので、まずは国会の各党各会派で十分に
議論がなされる必要がある（なお、成年年齢の引き下げ等に
関して、国会において議員立法による法案が提出されたことも
あるところ）。

C Ⅰ C Ⅰ

1
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満１８歳以上の市民への地方選挙権
を付与する。

　満１８歳以上の市民に対し，市長選挙
及び市議会議員選挙の選挙権を付与す
る。若年世代に対して政治参加の門戸を
開き，過疎・少子高齢化問題を抱える本
市において，市政に若年世代の意思を
反映する。

三次市 総務省
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公職選挙法第
９条第２項の
改正

公職選挙法第
９条第２項

日本国民たる年齢満２０年以上の者で引き続き３箇月以上市町村
の区域内に住所を有する者は、その属する地方公共団体の議会
の議員及び長の選挙権を有する。

C Ⅰ

永住外国人に対する地方参政権付与については、我が国の
制度の根幹に関わる重要な問題でもあり、国会の各党各会派
において十分に議論がなされる必要がある（なお、国会にお
いて議員立法による法案として審議されているところ）。

C Ⅰ C Ⅰ

1
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一定の要件を満たす永住外国人への
地方選挙権を付与する。

　一定の要件を満たす永住外国人に対し
て，市長選挙及び市議会議員選挙の選
挙権を付与する。このことにより，当然に
付与されて然るべき永住外国人の選挙
権を保障するとともに，地域のコミュニ
ティの醸成を図る。

三次市 総務省
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公立病院の独
立行政法人化
移行に係る会
計基準の緩和

地方独立行政
法人会計基準
及び地方独立
行政法人会計
基準注解（平
成１６年総務
省告示第２２
１号）のⅡ公
営企業型地方
独立行政法人
に適用される
会計基準及び
注解第１4、36

退職給付引当所要額全額について引当金を計上することが必要。
建設改良目的の地方債は負債として処理する。

C Ⅱ

公営企業型地方独立行政法人は独立採算原則に基づき経営
を行う法人であり、退職給付の財源を設立団体からの運営費
交付金に求めることは想定されていないことから、退職給付引
当所要額全額について引当金を計上することが必要である。
ただし、移行型地方独立行政法人である公営企業型地方独
立行政法人において、移行前に負債に計上していた退職給付
引当金の額が上記の基準に従って計上すべき退職給付引当
金の額を下回っている場合において、その差額のすべてを一
時に処理することが経営成績に関する期間比較を損ない期間
損益を歪めるおそれのある場合には、その差額について移行
当初の中期目標期間内で費用として処理することを認めるこ
ととしており、一定の経過措置を認めている。
公営企業型地方独立行政法人の負債とは、過去の取引又は
事象に起因する現在の義務であって、その履行が公営企業
型地方独立行政法人に対して、将来、サービスの提供又は経
済的便益の減少を生じさせるものをいうものである。建設・改
良目的の長期借入金は、返済義務の履行により、将来的便益
の減少を生じさせることから負債に該当するものであり、資本
として処理することはできない。

右の提案主体からの意見を
踏まえ、再度検討し回答され
たい。

建設改良目的の企業債は，国の定
める基準に基づき，その元利償還金
の一部（2/3又は1/2）について一般
会計繰出金を繰り入れることを予定
している。
この一般会計からの繰入を予定して
いる部分まで資本から負債にすべて
変更になるのはどうかと考える。

C Ⅱ

県立広島病院については、平成15年度、16年度、17年度と純損
益がマイナスであり、累積欠損金が増加しており、現状では地方
独立行政法人に移行した場合には債務超過が生じる状況になっ
ているもの。従って、地方独立行政法人への移行にあたって債務
超過が生じないよう、経営改善に努め累積欠損金の減少に取り
組まれたい。
なお、建設・改良目的の長期借入金及び移行前地方債償還債務
については、次に掲げる要件をすべて満たしている場合には、公
営企業型地方独立行政法人が行う長期借入金及び移行前地方
債償還債務の償還に対する設立団体の負担予定額を財務諸表
に注記することを認めており、これにより、他の長期借入金とその
性質が異なることを明確化する措置が講じられている。
(1) 当該注記の対象となる元利償還金の性質及び額が、法第８５
条１項に基づき設立団体が負担すべき費用として国（総務省）の
定める負担金等負担基準の範囲内にあること。(2) 中期計画にお
いて設立団体が負担する旨明記されていること。なお、当該中期
計画は、議会の議決及び設立団体の長の認可を受けているこ
と。(3) 設立団体において、当該負担について地方自治法（昭和２
２年法律第６７号）第２１４条に基づく債務負担行為として定めら
れていること。

右の提案主体からの意見
を踏まえ、再度検討し回答
されたい。

退職給与引当金と建設・改良目的の企業
債については，既に一定の経過措置等が
設けられているところであるが，地方独立
行政法人への移行をより推進する観点か
ら，さらに何らかの経過措置等ができない
か検討していただきたい。

C Ⅱ

地方独立行政法人は公共上の見地からその
地域において確実に実施されることが必要な
事務・事業について、効率的かつ効果的に行
わせるために設立される法人である。
独立した法人として業務を確実に実施するた
めには、そのために必要な財産的基礎を有し
ていなければならず、地方独立行政法人へ
の移行にあたっては、十分な資本が確保され
る必要がある。
貴団体におかれては、さらなる経営改革に取
り組まれ、地方独立行政法人への移行に支
障が生じることのないよう財務状況の改善に
努められたい。
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次の会計基準を緩和すること。
①退職給与引当金の積み立て義務
②建設改良目的の企業債が資本から
負債にすべて変更になること

地方独立行政法人移行の検討に際し，
当該基準の緩和があれば今後の移行推
進が図られる。

広島県 総務省
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県固定資産評
価審議会の必
置規制の見直
し

地方税法４０
１条の２第１
項

都道府県固定資産評価審議会は、固定資産の評価に関する事項
で知事が意見を求めたものについて調査審議するものであるが、
次に掲げる事項について知事は必ず意見を聞かなければならな
い（１）都道府県知事が定めることとされる指定市町村以外の提示
平均価格等の固定資産評価基準の細目に関する
こと。（２）市町村における固定資産の価格の決定が、評価基準に
よっていないため都道府県知事が当該市町村に対し価格の修正
を勧告すること。

C Ⅰ

 知事が都道府県固定資産評価審議会に意見を聴くこととされ
ている固定資産評価基準に基づく提示平均価額の算定、その
基礎となる基準地価格の調整及び都道府県知事が市町村に
対して行う価格の修正勧告は、固定資産の評価の適正・均衡
を図るため重要な事項であり、かつ、最終的には個々の納税
者の税負担に関わるものであるため、客観的、中立的な立場
から審議を行う必要がある。
上記のようなことから、その必置の見直しについては、慎重な
検討を要するものである。

本提案については以前から
提出されているものであり、
当時から検討を進める必要
性を確認してきたものであ
る。今回の貴省回答において
も「必置の見直しについて
は、慎重な検討を要する」とあ
るが、現在までの検討状況に
ついて明確にすると共に、右
の提案主体からの意見を踏
まえ、再度検討し回答された
い。

県が評価に関してどのような方法で
どの程度まで市町村に関与していく
かは，地方分権の観点からも各県の
判断で行うべきである。
固定資産の評価の適正・均衡を図る
ため，客観的中立的な立場から審議
を行う機関として審議会の設置を義
務づけている趣旨であるなら，評価
に関しては県は市町村から独立した
機関であり，基準地価格・提示平均
価額を用いて県内の評価バランスを
調整する機能を充分に有している。
（実際，諮問する基準地価格・提示
平均価額も県担当課で調整したもの
使用している。従って，審議会で議
論すべきことは事実上ないし，何を
議論すべきかも明らかでない。）

C Ⅰ

現行固定資産税制度は、その評価について知事に一定の権限を
与えることにより、市町村の評価の適正均衡を図ることとしてい
る。そのうち、提示平均価格の算定並びに基準地価格の調整及
び価格の修正勧告は評価の適正、均衡を図る上で重要な事項で
あることから、客観的、中立的な立場である都道府県固定資産評
価審議会に意見を聞くことなっているものである。
また、昨年度、一部抽出した市町村（２５４団体）の意見を求めた
ところ「都道府県が権限行使に当たり、審議会の意見を聞いた方
がよい」と回答した団体が８割強を占めたところである。
このような意見もあることから、引き続き慎重な検討を要するもの
である。

右の提案主体からの意見
を踏まえ、再度検討し回答
されたい。

市町村の評価の適正均衡の確保は，市
町村に対して客観的中立的な立場である
県がその機能を充分に有していることから
設置については各県の判断とすべきであ
る。少なくとも基準地価格・提示平均価額
の審議は形骸化していることから，４０１条
第３項第一号は削除し，同二号（価格の修
正勧告）のみ必須の審議事項としてはどう
か。

C Ⅰ

 提示平均価格の算定並びに基準地価格の
調整及び価格の修正勧告は評価の適正、均
衡を図る上で重要な事項であることから、客
観的、中立的な立場である都道府県固定資
産評価審議会に意見を聞くこととなっているも
のであり、基準地価格・提示平均価額の制度
の趣旨を踏まえ十分な審議が行われるべき
ものである。
なお、法４０１条の２第３項第１号は「固定資
産評価基準の細目に関すること」と定められ
ており、基準地価格・提示平均価額の審議に
関することのみをもって削除することはできな
いものである。
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現行法で必置とされている県固定資
産評価審議会の設置は，各都道府県
の自主的判断に委ねることとし，必置
規制は廃止すべきである

県固定資産評価審議会の必置規制を廃
止することにより，各市町村による自主
的かつ効率的な取組みが可能となる。

広島県 総務省
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 04 総務省 非予算（特区・地域再生 再々検討要請回答）
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理
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ド

具体的事業を
実現するため
に必要な措置
(事項名)

該当法令等 制度の現状

措
置
の
分

類

措
置
の
内

容 措置の概要(対応策) 再検討要請 提案主体からの意見
「
措
置
の

分
類

」
の

見
直
し

「
措
置
の

内
容

」
の

見
直
し

各府省庁からの再検討要請に対する回答 再々検討要請 提案主体からの再意見
「
措
置
の

分
類

」
の

再
見
直
し

「
措
置
の

内
容

」
の

再
見
直
し

各府省庁からの再々検討要請に対する
回答

提
案
事
項

管
理
番
号

措置の具体的内容 具体的事業の実施内容
提案主体
名

制度の所管・
関係官庁

0
4
2
0
3
9
0

分収育林制度
（緑のオー
ナー制度）に
おける契約期
間延長手続き
の実施

行政機関個人
情報保護法

   行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律は、行政機
関における個人情報の取扱いに関する基本的ルールを定めてい
るものである。
　 同法第３条第１項では、個人情報を保有するに当たっては、利
用目的を特定することとされており、保有個人情報を利用目的の
範囲内で利用・提供することは制限していない。
　 また、行政機関の長は、同法第８条第１項では、法令に基づく場
合は保有個人情報を利用目的以外の利用・提供することを制限し
てはいない。
   さらに、同法第８条第２項第４号に該当する場合で、本人又は第
三者の権利利益を不当に侵害するおそれがないときは、保有個人
情報を提供することは可能な仕組みとなっている。
　 いずれにしても、個別具体の個人情報の取扱いについては、各
行政機関が判断する仕組みとなっている。

E

同法では、個人の権利利益を不当に損なわない範囲で、国民
負担の軽減、行政サービスの向上などを図る観点から、各行
政機関において、個人情報の有効利用を図ることも可能な仕
組みとなっている。
したがって、個別具体の個人情報の取扱いについては、各行
政機関において判断すべき問題であり、行政機関個人情報保
護法自体の問題ではないと考える。

E E

1
1
3
8
1
5
0

分収育林制度では、オーナー全員の
同意があれば、契約期間の延長が可
能となっており、契約期間延長のた
め、オーナー全員が議論できる場を設
置するか、オーナー同士が連絡できる
よう、オーナーに限り、他のオーナー
情報の開示を可能とする。

分収育林制度において、オーナー全員
の同意があれば契約期間の延長が可能
となっているにも関らず、実際にはその
ための具体的な対策が行われていない
だけでなく、オーナー間で他のオーナー
情報が開示されていないため、オーナー
として契約期間延長に関する検討を実施
することができない。契約期間延長手続
き（オーナー全員の同意を得るための手
続き）を実施可能とすることで、杉、桧の
市況が悪化している際に、契約期間を延
長し、本制度の信用を維持することが可
能となる。

社団法人
日本ニュー
ビジネス協
議会連合
会、白垣木
材株式会
社

総務省
農林水産省
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過疎地域・辺
地地域内にお
ける移動通信
用鉄塔施設整
備事業を地方
単独事業とし
て実施する要
件の緩和

平成16年10月
4日総務省自
治行政局地域
情報政策室長
通知　別紙　
「３　電気通信
事業者の負担
について」

過疎地域・辺地地域において移動通信用鉄塔施設整備を地方単
独事業として実施する場合、通信事業者が整備費用の１／８を負
担することを要件としている。

Ｆ Ⅳ 国庫補助事業等他の施策との調整が必要であるため。

貴省回答はF（提案の実現に
向けて対応を検討）とあるが、
提案の実現に向けた検討に
ついて、その主体、内容、検
討を開始する時期及び実施
までに要する期間を明確に回
答されたい。

F Ⅳ 現在提案事項について、関係部署と協議中。

提案の実現に向けた検討
について、その主体、内
容、検討を開始する時期
及び実施までに要する期
間等を明確に回答された
い。

F Ⅳ

現在総務省において、自治体からのニーズ
や国庫補助事業等他の施策との調整を含
め、平成19年4月を目途に検討しているとこ
ろ。
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過疎地域・辺地地域において移動通
信用鉄塔施設整備を地方単独事業と
して実施する場合の、通信事業者の
費用負担という要件を撤廃し、費用負
担が望めない場合でも地方単独事業
として実施できることとする。

山間地域において移動通信用鉄塔を整
備し、地域の活性化、安全安心なまちづ
くりを目指す。
具体的には、過疎地域・辺地地域内にお
いて、通信事業者の費用負担が望めな
い場所で、移動通信用鉄塔設置事業を
地方単独事業として実施し、携帯電話不
感地域の解消を図り、将来的には情報イ
ンフラを活用した行政サービスを展開す
ることが可能となる。

秩父市 総務省
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コミュニティ放
送の空中線電
力(出力）の上
限の緩和措置

C

コミュニティ放送は、「商業、業務、行政等の機能の集積した区
域、スポーツ、レクリエーション、教養文化活動等の活動に資
するための施設の整備された区域等、コミュニティ放送の特性
が十分発揮されることが見込まれる区域において、その普及
を図ること」を目的とするものであり、コミュニティ放送局は、一
般の放送局と異なり、各市区町村において当該地域に密着し
たきめ細かな情報の提供を促進する観点から制度化された小
規模な放送局である。
コミュニティ放送局は、使用周波数が限定されるとともに、空
中線電力についても放送区域の広狭にかかわらない一律の
上限（２０Ｗ）が定められ、放送区域が一の市町村（特別区を
含み、地方自治法第２５２条の１９に規定する指定都市にあっ
ては区）の一部の区域に限定される代わりに、一般の放送局
において必要となる競願処理、比較審査等の手続きを経るこ
となく、簡易かつ迅速な手続き（先願主義）で開局を可能として
いるものである。
したがって、提案のようにコミュニティ放送についての空中線
電力の制限を緩和することは、コミュニティ放送の制度目的を
逸脱し、一般の放送局と異なる規律を適用する根拠を失わせ
ることとなり不適当である。
また、超短波放送用周波数が逼迫している中、放送区域の拡
大について、現行制度下において可能とされている方法でな
く、一の放送局の経済合理性のみの理由から空中線電力の
制限緩和により対処することは、周波数の効率的利用の要請
にも反することとなり、周辺地域における今後のコミュニティ放
送の開設を困難にし、むしろコミュニティ放送の普及に支障を
及ぼす可能性を生じさせるものであることから、特区という限
られた地域であっても不適当である。

周波数逼迫の問題は、主に
都心で憂慮されている問題で
あり、当該地域には該当しな
いものと考えられるため、地
域の実情に合わせて実現で
きないか検討されたい。な
お、放送区域の拡大にあたり
提起している「現行制度下に
おいて可能とされている方
法」というのは、中継局の設
置ということなのか確認した
い。また、「一の放送局の経
済的合理性」のみの理由で実
現することは出来ないというこ
とであるが、過去にも同様の
提案が述べ６主体（９件）より
提出されており、一般的には
需要があるものと考えること
が相当ではないか。コミュニ
ティ局の規模、地域の需要や
コミュニティＦＭが地域で果た
す様々な役割と、右の提案主
体からの意見を踏まえ、再度
検討のうえ、回答されたい。

FM受信機で受信できない電界強度
30dB以下は半径33.2Km以遠であ
り、他の地域に電波が及ばない地形
で混信の可能性のない地域にあっ
ては、出力増を認めることが可能で
はないかと考える。
本地域のＦＭ周波数には空きがあ
り、混信の可能性のない周波数の割
り当ては十分可能であると考えられ
る。
防災行政無線の伝達空白地帯への
情報伝達の役割への期待が大きく、
防災行政無線の個別受信機配布と
同程度（約1億3千万円）の効果があ
り、少ない経費で最大の効果が期待
できる。
広域話題番組により、市内全域での
各自治会・市民の連携が期待でき、
市民の一体化という合併自治体の
課題解消ができ、合併促進に有意
義である。

C

超短波放送に使用できる周波数帯は限られており、その限られ
た周波数帯をＮＨＫ、県域の一般放送事業者及びコミュニティ放
送事業者で利用している中、一般の放送局の開設において必要
となる競願処理、比較審査等の手続きを経ることなく、簡易かつ
迅速な手続き（先願主義）で開局を可能としているコミュニティ放
送の空中線電力の上限を緩和することは、周波数の効率的利用
の要請にも反することとなり、周辺地域における今後のコミュニ
ティ放送の開設を事実上困難にし、むしろコミュニティ放送の普及
に支障を生じることとなる。
なお、放送区域の拡大にあたり提起している「現行制度下におい
て可能とされている方法」とは、提案主体が検討している「①送信
場所の変更」、「②中継局の設置」である。
また、放送区域の拡大に当たって、空中線電力の上限緩和に対
して既存事業者から要望があることは事実ではあるが、現にアン
テナを高所に設置、又は中継局を設置しているコミュニティ放送
事業者も存在しているところであり、一般的には中継局の設置等
がコストの点から困難とは考えられず、行政としては、その経済
性のみならず、周波数の有効利用の要請、コミュニティ放送の目
的や特性、今後の普及のための新規開設機会の確保等の観点
を総合的に考慮した上で妥当な規制水準を定めているものであ
る。
以上により、コミュニティ放送の空中線電力の上限を緩和すること
は不適当であり、特区という限られた地域であっても実施すること
は不適当である。
なお、災害時においてコミュニティ放送を活用し、災害情報等を伝
送することは望ましいことと考えるが、災害情報等の住民への周
知・広報については、コミュニティ放送の他にも、防災行政情報の
伝達を直接の目的とする防災行政無線に加え、県域放送も含む
各種放送等の多様なメディアの活用が可能である。

空中線電力の決定に際し
て、貴省回答の「周波数の
有効利用の要請、コミュニ
ティ放送の目的や特性、今
後の普及のための新規開
設機会の確保等の観点を
総合的に考慮した」点は理
解するところであるが、提
案の地域については高所
設置や中継局の設置によ
る対策が困難であり、空中
線電力の緩和が妥当と考
えられるため、特区という
限られた地域で実施でき
ないか、右の提案主体か
らの意見も踏まえ、再度回
答されたい。

放送区域拡大の一般的な方法である高所
放送もしくは中継局設置により解消できな
い特別な地域については、特区という限ら
れた地域で50Ｗの範囲内で地理的、社会
的状況等により総合的に判断する柔軟な
対応をして頂きたい。
体力の脆弱なコミュニティ放送への支援に
ついて、かつて国会でワット数を広げるこ
とを検討する旨の発言があった。特区によ
る出力増の支援ができない場合、総務省
としての具体的な支援の方向をお示し頂
きたい。また、コミュニティ放送の出力増に
よる放送区域拡大は官民協働の災害情
報伝達と防災体制構築であり、これに対
する支援とこうした諸課題解決方策の方
向をお示し願いたい。

C

コミュニティ放送局の空中線電力の上限値の
緩和は、その制度の目的や特徴を踏まえ、さ
らに周波数の効率的利用の要請や周辺地域
における今後のコミュニティ放送の普及に支
障を生じうる観点から、特区という限られた地
域においても妥当ではなく、当該地域や周辺
地域の放送用周波数の割当てに影響を与え
るものであることから、現行制度の維持を妥
当とするものである。
また、住民への災害情報の伝達手段として
は、コミュニティ放送のほか、防災行政情報
の伝達を直接の目的とする防災行政無線に
加え、災害対策基本法に基づく指定公共機
関又は指定地方公共機関として避難勧告の
伝達など災害応急対策の実施について法的
責務を負った日本放送協会及び県域の一般
放送事業者によるラジオの中波放送、超短波
放送が確保されている旨、先般の回答にも記
したとおりである。
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現行告示で規定されているコミュニ
ティ放送の空中線電力(出力）につい
て、合併後の地域の一体化や地域の
特殊事情など一定の要件を満たして
いる場合には、上限である２０ワットを
緩和し、５０ワット以下の範囲内で認
可可能とする。

　酒田市は、昨年11月1日に合併し、市
の中心部から離れた地域の不安解消策
や市民の一体感の醸成、各種団体等の
一体化を促進しようとしている。
　現在の20Ｗにおける放送区域は酒田
市の人口のうち市街地周辺の72％であ
るが、50Ｗにすることで15％が新たに放
送区域となる。
　拡大区域は、合併した旧3町の一部の
地域を含み、庄内平野の水田地帯に散
在する農村集落で人口密集度や商業集
積度が低いが、行政情報の提供、住民
の生活行動や経済活動、災害対策の面
では市街地と一体の地域であり、コミュニ
ティ放送を通した情報交換や住民同士の
交流と一体化が促進される。

酒田市、酒
田エフエム
放送株式
会社

総務省
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防災行政無線
の再免許申請
手続きの廃止

電波法第13条
電波法施行規
則第7条

免許の有効期間は、電波法第１３条により、５年を越えない範囲内
において総務省令で定められており、有効期間が到来したものか
ら、無線局の継続の意志を持つ免許人が再免許申請の手続きを
行うことにより、再免許を与えている。

C －

電波は有限希少な資源であることから、無線技術の発展や電
波利用ニーズの進展等に対応し、公平かつ能率的な利用を
確保するため、周波数の再配分を行う必要が生じ得る。この
ため、電波法第１３条に免許の有効期間を規定し、一定期間
の有効期間ごとに、再免許を行っているところである。
しかし、船舶局及び航空機局のうち、電波法に規定する義務
船舶局及び義務航空機局の免許の有効期間を無期限と定め
ているのは、国際航海等に用いる船舶や航空機の場合は、国
際的な必要性から国際条約の規定を受けて、国内においては
船舶安全法及び航空法の規定に基づき無線設備の設置を義
務づけられているとともに、国際条約に基づき備えるべき電波
（送受信の電波型式や周波数）を指定して開設する無線局で
あるためであり、将来、国内限りの周波数再編においても周
波数等を変更することはない。このため、これらの特殊な事情
を勘案して免許を無期限としているものである。
一方、防災行政無線については、住民への情報伝達手段とし
て有効なものであり、現在、その普及を進めているところであ
るが、国内運用であるため国際的な取り決めの必要はなく無
線局の開設を法的に義務づけられているものではなく、同様
に国際的な取り決めに基づいて備えるべき電波（送受信に用
いる電波型式及び周波数）を指定されているものでもない。
したがって、今後の無線技術の発展等に対応し、電波の公平
かつ能率的な利用を確保するため、法的な開設義務がない防
災行政無線については一定の有効期間による再免許が必要
である。
なお、再免許を受ければ引き続き無線局を運用できることか
ら、再免許制度と行政の継続性については、直接の関連性が
ないものと考える。

右の提案主体からの意見を
踏まえ、再度検討し回答され
たい。

防災行政無線については法的な開
設義務はないものの、地域住民の
生命、身体、財産を災害から守るた
めの避難勧告等の情報を一斉に伝
達する手段として最も有効であり、国
として国庫補助制度、防災基盤整備
事業等を活用し、これらの無線網の
整備の促進を図っているところであ
る。
さらに、地方公共団体が公共のため
に開設したもので、その必要性は誰
もが認めるところであり、無線局の継
続の意思については、電波利用料
の納付により明確なことから特区と
しての扱いができないか検討いただ
きたい。
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　電波の有限希少性から、無線技術の発展や電波利用ニーズの
進展等に対応し、公平かつ能率的な利用を確保するため、周波
数の再配分を行う必要が生じ得る。このため、防災行政無線局に
限らず、警察庁や国土交通省といった国の無線局であっても、電
波法第１３条に免許の有効期間を規定し、一定期間の有効期間
ごとに、再免許を行っているところであり、無線局の重要性や補

助金等の有無と再免許制度とは直接の関係はない。
　また、電波利用料は、無線局全体のための共益的な行政事務
に要する費用について免許人から徴収する制度であり、無線局を
継続して運用する意思を免許人に確認する制度ではない。

　なお、再免許は、単に無線局の継続運用の意思を免許人に申
請によって表明させるだけではなく、再免許の時点において、周
波数の有効利用の観点から当該周波数の割当が適当であるか

否かを再度、審査するものである。

右の提案主体の意見を踏
まえ、再度回答されたい。

周波数の再配分については、無線設備規
則等の関係法令を改正し、各々の無線局
の有効期間とは別に、当該周波数帯全て
の無線局に対して規制するなどの現状が
ある。再免許の時点において、周波数の
有功利用の観点から当該周波数の割当
てが適当であるか否かを再度、審査する
としているが、個人的な無線局でもなく、
再免許が必要な理由とはならないと思わ
れる。また、電波利用料制度は、行政事
務に要する費用として免許人から徴収す
る制度とのことであるが、別の省庁に納付
しているのでもなく、無線局を継続する免
許人の意志とするかどうか柔軟な対応を
お願いしたい。
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　電波は有限希少な資源であることから、利
用に関する国際ルールの改正や無線技術の
発展、ニーズの進展等に対応して、公平かつ
能率的な利用を確保するために周波数の再
配分を行う必要が生じ得る。そこで、一定期
間ごとに無線局における周波数の利用の見
直しを行う必要から、無線局免許には有効期
間を設けて、再免許の申請があった場合にあ
らためてこれを審査し、電波の継続割当が適
当と判断できる場合にこれを認める制度とし
ている。これは、無線局の公共性の高い低い
等に関わらず、条約や法律等で設置を義務
づけている場合を除く全ての無線局を対象と
しているものである。
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無線局の免許の有効期間は、免許の
日から起算して５年を超えない範囲内
と定められていることに対する緩和。
船舶局、航空機局と同様に有効期間
を無期限とする。

現在５年ごとに無線局の再免許申請を実
施している。無線局の設置又は変更の都
度必要な手続きを実施しており、廃止す
る際にも所要の手続きが必要であること
から事務の簡素化を図り、再免許申請の
手続きを省略することとしたい。
また、５年ごとの期間については、電波
の適正な割り振り、新規参入に対する配
慮等電波の有効利用に資する目的があ
ると思われるが、公的機関の防災行政無
線については行政の継続性もあり、これ
らの適用から除外するよう見直しを提案
するもの。

逗子市 総務省
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防災行政用無
線周波数の使
用期限の緩和

電波法関係審
査基準（平成
13年1月6日　
訓令第67号）
別紙２　無線
局の目的別審
査基準（第５
条関係）
第２　陸上関
係
２　公共業務
用の無線局
(1)　防災行政
用
サ　周波数の
使用期限

都道府県及び市町村が開設する防災行政用無線については、
260MHz帯へ早期に移行するものとし、150MHz帯及び400MHz帯の
周波数の使用期限については、平成17年度の電波利用状況調査
の結果等を踏まえて定めることとする。

C －

防災行政用無線については、近年の多発する広域自然災害
を踏まえ、都道府県と市町村又は都道府県相互間の連携の
強化や機動性の確保、防災情報の共有化の推進、データ伝
送機能の向上等、システムの更なる高度化が求められている
ことから、平成16年度に260MHz帯を用いたデジタル方式を導
入（市町村にあっては平成13年度に導入）したところである。
その際、周波数の有効利用の観点から、２６０MHz帯デジタル
方式への移行を推進し、既存の１５０MHz、４００MHz帯のアナ
ログ方式については、その使用期限を平成１７年度の電波利
用状況調査の結果等を踏まえ定めることとしたものである。
平成17年度の電波利用状況調査の評価結果においては、防
災行政用無線用無線については、できるだけ早期に、260MHz
帯への集約を推進し、周波数のより一層の有効利用を図るこ
とが適当である旨、電波監理審議会（平成18年7月12日）より
答申を受けたところである。
総務省としては、この答申を踏まえ、周波数の有効利用の観
点から引き続き２６０MHz帯への早期移行を推進するととも
に、１５０MHz帯、４００MHz帯の周波数の使用期限について
は、既存無線設備の耐用年数等を考慮し、現在検討を行って
いるところである。
なお、１５０MHz帯、４００MHz帯の電波は、伝搬距離が比較的
長いという特性から、特定の地域だけに適用するものではな
く、全国的に適用すべきものであるため、また、様々な電波利
用用途について勘案する必要があるため、周波数の使用期
限の設定に際しては、広く意見募集を行い、18年度中に設定
する予定である。

右の提案主体の意見を踏ま
え、再度回答されたい。

兵庫県は、全国的に見ても、その地
理・地形上の特殊性から、電波伝搬
路が非常に複雑であり、県内各市町
は合併推進により、所管行政区域が
拡大している現状にある。現在、県
では電波伝搬可能地域カバー率と
総事業経費の比較等の観点から、１
５０ＭＨｚ帯周波数への移行による防
災行政無線整備事業を進めており、
各市町では中長期的計画による防
災行政無線の整備を検討している。
しかし、本県において、現状の電波
伝搬可能地域を確保した上で２６０
MHｚ帯周波数へ移行させるために
は、不感地帯解消のための新たな
中継所の配置等、非常に高額な整
備事業費を要し現実的には困難で
あることから、周波数使用期限の緩
和を要望するものである。
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総務省としては、電波監理審議会の答申を踏まえ、周波数の有
効利用の観点から引き続き２６０MHz帯への早期移行を推進する
とともに、１５０MHz帯、４００MHz帯の周波数の使用期限について
は、既存無線設備の耐用年数等を考慮し、現在検討を行ってい
るところであり、いただいた提案も検討の際の参考とする予定で

ある。
　なお、１５０MHz帯、４００MHz帯の電波は、伝搬距離が比較的
長いという特性から、特定の地域だけに適用するものではなく、
全国的に適用すべきものであるため、また、様々な電波利用用途
について勘案する必要があるため、周波数の使用期限の設定に
際しては、広く意見募集を行い、18年度中に決定する予定であ

る。

提案主体のように、施設を
整備して間もなく移行が必
要になるケースや、地理的
条件等により大掛かりな施
設整備が必要となる場合、
地域に過大な負担がかか
ると思われるが、そのよう
な場合において総務省とし
て支援する制度などがあ
れば示されたい。また。右
の提案主体の意見も踏ま
え、再度回答されたい。

兵庫県は、全国的に見ても、その地理・地
形上の特殊性から、電波伝搬路が非常に
複雑であり、本県において、現状の電波
伝搬可能地域を確保した上で、２６０MHｚ
帯周波数へ移行させるためには、不感地
帯解消のための新たな中継所の配置等、
非常に高額な整備事業費を要し現実的に
は困難であることから、周波数使用期限
の緩和を要望するものである。なお、現
在、県では電波伝搬可能地域カバー率と
総事業経費の比較等の観点から、１５０
MHｚ帯周波数への移行による防災行政無
線整備事業を進めており、また、県内各市
町では、多額の財政負担、既存無線設備
の耐用年数等を踏まえた費用対効果の観
点等から、現行周波数の長期継続使用を
要望している。

C -

　防災行政無線の整備については、防災対
策事業等による地方債措置が講じられること
に加え、デジタル防災無線の整備について
は、従前の消防防災施設等整備補助金が一
般財源化され、施設整備事業（一般財源化
分）として、地方債措置の対象となっている。
　また、１５０ＭＨｚ帯、４００ＭＨｚ帯の周波数
の使用期限等については、周波数の利用状
況のほか、要望いただいた様な諸事情等も
考慮し今年度内に決定する予定である。

1
1
2
2
0
3
0

電波法関係審査基準で規定されてい
る周波数の使用期限について、兵庫
県の地理・地形上の特殊性により、電
波伝搬路が非常に複雑であること等
を踏まえ、県防災行政用無線に割り
当てられている１５０ＭＨｚ帯周波数、
県内各市町防災行政無線に割り当て
られている１５０ＭＨｚ帯及び４００MHｚ
帯周波数の長期継続的な使用を可能
とする。

防災行政無線は、災害対策基本法に基
づく通信として、行政、防災関係機関、住
民等の間における災害発生時の情報収
集及び情報の共有を、迅速かつ的確に
実施する上で、非常に重要な役割を果た
している。
　このため、兵庫県では、地理・地形上の
特殊性と、必要な総事業経費等の観点
から、現在、１５０MHｚ帯周波数による県
防災行政用無線の整備を進めており、今
後の１５０ＭＨｚ帯周波数の長期継続的な
使用を可能とする。また、県内各市町
は、合併の推進により、その行政区域が
拡大しており、地理・地形上の特殊性、及
び財政的な観点等から、市町防災行政
無線における、１５０ＭＨｚ帯及び４００Ｍ
Ｈｚ帯周波数の長期継続的な使用を可能
とする。

兵庫県 総務省
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 04 総務省 非予算（特区・地域再生 再々検討要請回答）
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理
コ
ー

ド

具体的事業を
実現するため
に必要な措置
(事項名)

該当法令等 制度の現状

措
置
の
分

類

措
置
の
内

容 措置の概要(対応策) 再検討要請 提案主体からの意見
「
措
置
の

分
類

」
の

見
直
し

「
措
置
の

内
容

」
の

見
直
し

各府省庁からの再検討要請に対する回答 再々検討要請 提案主体からの再意見
「
措
置
の

分
類

」
の

再
見
直
し

「
措
置
の

内
容

」
の

再
見
直
し

各府省庁からの再々検討要請に対する
回答

提
案
事
項

管
理
番
号

措置の具体的内容 具体的事業の実施内容
提案主体
名

制度の所管・
関係官庁

0
4
2
0
4
4
0

給油取扱所に
おける、給油
又はこれに附
帯する業務の
ための総務省
令で定める用
途に供する建
築物以外の建
築物その他の
工作物であっ
て、給油取扱
所の係員以外
の者が出入す
る建築物の部
分の面積に係
る制限の緩和

危険物の規制
に関する政令
第17条第１項
第16号
危険物の規制
に関する規則
第25条の４

　給油取扱所に、給油又はこれに附帯する業務に供する建築物を
設ける場合には、給油取扱所の係員以外の者が出入りする建築
物の部分の床面積の合計は300㎡を超えてはならない。

C －

給油取扱所（以下「取扱所」という。）においては、ガソリン等極
めて引火性の高い危険物が取り扱われていることから、取扱
所内においては火気を厳重に管理するとともに引火危険性を
極小化することが求められる。
このような危険性に着目すると、取扱所における人の出入り
は、危険物取扱者等の従業員が十分に把握し、かつ、適切に
誘導することができる範囲において認めるべきであり、取扱所
に給油業務等に係るサービスの提供あるいはそれに附帯す
る業務と関係のない多数の不特定の者がみだりに出入りする
ことのないようにすべきである。
このような観点から、物品の販売等、取扱所の係員以外の者
が出入りする建築物の部分の面積に係る制限を設けているも
のであり、これを緩和することは適当でない。

貴省回答によると、取扱所の
出入りを従業員が把握し、適
切に誘導することが出来る範
囲が３００㎡ということだが、
その根拠を示されたい。ま
た、３００㎡を越える場合で
あっても、それに見合う適切
な誘導標識の設置や誘導路
の整備、人員の配置などの代
替措置を講じた場合に限り認
めることができないか、右の
提案主体の意見も踏まえ、再
度検討のうえ回答されたい。

まず、給油取扱所については、附帯
施設の設置の有無に関わらず、もと
もと不特定多数の者が出入りする性
格の施設である。次に、貴省ご回答
中「危険物取扱者等の従業員が十
分に把握し、かつ、適切に誘導する
ことができる範囲」については、状況
の把握及び誘導を行うのが危険物
取扱者等の従業員とされ特段の資
格は明示されていない点、当該範囲
が具体的に示されていない点等、根
拠が明確ではない。給油所の従業
員以外に、当方提案における直売
所にも店員が配置され、それらの店
員により出入りする者を十分に把握
し、かつ、適切に誘導することは可
能である。したがって、貴省ご回答に
は理由がないものと考える。

C -

　給油取扱所は、自動車への給油を主たる業務とする危険物施
設であり、ガソリン等極めて引火性の高い危険物が取り扱われて
おり、火災危険性を局限化する必要があることから、給油取扱所
における物品の販売等の業務は、あくまで（本来的な業務であ
る）給油等を利用する顧客を対象にした、給油等に附帯する業務
としての範囲に限定される必要がある。
　このような観点から、給油等に関係のない不特定多数の者がみ
だりに出入りしないようにすること、従業員による把握・適切な誘
導が可能であること、自動火災報知設備など一般の建築物にお
ける消防用設備の規制の状況等を勘案して、店舗等の床面積は
300㎡を超えてはならないという面積の制限を設けているもので
あり、仮に誘導標識の設置等の代替措置を講じた場合であって
も、面積の制限を緩和することは適当でない。
　なお、構内通路等の道路で区画することにより、同一敷地内に
おいて給油取扱所に近接して店舗等の（給油取扱所としての規
制は受けない）建築物を設けることも可能であり（平成17年12月
19日付け消防危第295号参照）、御提案の事業についてはこのよ
うな方法により実現可能であると考えられる。

提案主体の想定している
計画の実施が可能かどう
か、右の提案主体の意見
と参考資料も踏まえ、再度
検討し回答されたい。

貴省ご回答においては、給油所取扱所の
敷地内に設置する店舗等に床面積を300
㎡以内としている根拠は、一般の建築物
における消防用設備の規制の状況等を勘
案したものであるとしているが、その詳細
な根拠が明確ではない。ただし、給油取扱
所の危険物取扱施設としての性格につい
ては当方も十分理解しているところであ
り、火災等の予防のための措置の必要性
については認識している。貴省ご回答に
ある、平成17年12月19日付け消防危第
295号に準じて、給油取扱所と店舗等との
間に幅員４mの構内道路を設置する等の
措置を講じた場合、危険物規制の対象と
なるのは当該給油取扱所のみであると考
えてよいか。（補足資料参照）

D -

　補足資料のように給油取扱所と店舗等との
間に幅員４mの構内道路を設置すれば、危険
物規制の対象は当該給油取扱所のみとな
る。

1
0
0
4
0
2
0

給油取扱所における、給油又はこれ
に附帯する業務のための総務省令で
定める用途に供する建築物以外の建
築物その他の工作物であって、給油
取扱所の係員以外の者が出入する建
築物の部分の面積について、現在
300平方メートルとされているものを
600平方メートルまで緩和する。

都市農村交流及び地産地消推進の一環
として、レンタカー等を利用する旅行者が
多い北海道において、そうした旅行者が
必ず立ち寄る給油取扱所に、豊富な品
揃えの売場（300㎡）とともに、新鮮な農
産物の定期的な搬入のための荷捌所
（70㎡）及び加工品等の観光物産売場
（100㎡）を併設した一定規模の面積を有
する農産物直売所を設置することによ
り、当該地域において生産された農産物
の売上の向上を図るとともに、当該地域
で生産された農産物の全国的なブラン
ディングを図り地域経済の活性化に資す
るもの。併せて、来場者の便宜及び給油
のみの目的で来場した者の障害の防止
のため、自動車10台分程度の駐車場
（125㎡）を設置する。

株式会社
三井物産
戦略研究
所

総務省

0
4
2
0
4
5
0

固体酸化物形
燃料電池
（SOFC)の実
証実験を円滑
に行うための
規制緩和

消防法第9条
消防法施行令
第5条
火災予防条例
（例）

火気を使用する設備等は、その位置、構造及び管理について、市
町村条例で定める基準に従い、防火上の措置をとることが必要。

B
-
2
Ⅲ

固体酸化物燃料電池燃料電池について、平成1９年度に規制
のあり方について検討することを予定している。
なお、市町村において、火災予防上支障がないと認められ、
条例（消防法施行令第5条の４又は第5条の５に基づくもの）を
制定する場合には、先行して行うことも可能となるものである。

貴省回答によると、「固体酸
化物燃料電池燃料電池につ
いて、平成1９年度に規制の
あり方について検討すること
を予定している。」とのことで
あるが、これは関係省庁も含
めての対応と考えてよいか、
確認されたい。

B
-
2
Ⅲ

　固体酸化物燃料電池燃料電池について、平成1９年度に消防法
令上の規制のあり方について検討することを予定している。
　なお、市町村において、火災予防上支障がないと認められ、条
例（消防法施行令第5条の４又は第5条の５に基づくもの）を制定
する場合には、先行して行うことも可能となるものである。

B
-
2
Ⅲ

1
1
4
0
0
1
0

固体酸化物形燃料電池は自家用電
気工作物に分類され、それを稼働さ
せるためには、電気事業法第４２条に
規定する保安規定の届出、同法第４３
条に規定する主任技術者の選任、火
技省令第３５条に規定する窒素パー
ジ、電技省令第４６条（解釈５１条）に
規定する常時監視等が必要であり、
昨年３月に規制緩和となった固体高
分子形燃料電池（ＰＥＦＣ）と同様に、
自家用電気工作物から一般用電気工
作物への位置付けの変更を行い、Ｓ
ＯＦＣの実証実験を円滑に実施できる
ようにする。

　当県では環境先進県を標榜し、そのた
めの取組の一環として、県土地開発公社
所有の分譲住宅団地の一つを太陽光発
電や燃料電池を導入した新エネ対応型
の住宅団地として整備することを検討し
ている。
　この新エネ団地において、燃料電池の
実証実験を行うことは、県内企業の新分
野進出を強力に後押しするとともに、新
エネ導入に対する県民の意識の向上に
もつながる。
　（別紙「燃料電池（固体酸化物形SOFC）
の実証実験の概要」参照）

佐賀県
総務省

経済産業省

0
4
2
0
4
6
0

消防法第１７
条に規定する
消防用設備等
設置の柔軟な
対応

消防法第１７
条
消防法施行令
別表第一

消防用設備等については、消防法第１７条に基づき、消防法施行
令第６条及び別表第一に規定する防火対象物ごとに設置し、維持
しなければならないこととされている。

C －

提案内容を見る限り、武家屋敷とは、複数の居室が連続して
設けられており簡明な避難経路が確保されているとは言い難
いこと、また、建築物と外壁との間の距離が少なく当該建築物
の外部への避難の後安全な場所まで到達できないことが想定
されること等を踏まえると、火災時に在館者を安全に避難させ
るためには安易に誘導灯等の設置を緩和すべきではない。

貴省の指摘の通り、本提案に
ある武家屋敷においては、複
数の居室が連続して設けられ
ている間取りになっている
が、寝室として使用されると
思われる部屋については、外
廊下に面しており、またそれ
ぞれが簡易な扉で区切られ
ている状況であることから、避
難は比較的容易にできるもの
と考える。この点と右の提案
主体の意見も踏まえ、再度回
答されたい。

出水麓武家屋敷群は、約４３．８ヘク
タールもの広さで、５本の南北街路と
４本の東西街路があり，大きな街区
を形成し、街路から後退した位置に
主屋等が配され、面積は平均５００
坪から１，０００坪に及ぶ。このように
広い敷地内に建つ武家屋敷は、複
数の居室が連続して設けられている
が、すべての部屋が襖や障子で仕
切られており、部屋から部屋に自由
にいける状況であり、外部とは板戸
（雨戸）１枚で仕切られており、緊急
の場合にはどの部屋からも直ぐに避
難できる。武家屋敷内には、そのほ
とんどに広い庭や畑があり、避難の
あと安全な場所まで容易に到達で
き、規制緩和により在館者の安全性
に問題はない。

C -

　提案内容を見る限り、各居室（寝室とは限らない。）から直接外
部に容易に避難できる構造となっておらず、各居室から廊下に出
てからも宿泊者が迷うことなく避難口に到達できるといった簡明な
避難経路が確保されているとは言い難いこと等を踏まえると、火
災時に在館者を安全に避難させるためには安易に誘導灯等の設
置を緩和すべきではない。なお、雨戸は通常閉めた状態で使用さ
れているため、建物に不案内な宿泊者が火災時に当該部分を避
難経路として利用することは想定し難く、当該部分を避難経路とし
て使用するには避難口誘導灯の設置が必要になる。

農家民宿と同等の基準に
おいて、必要な代替措置を
講ずれば、それを満たす
武家屋敷を対象に緩和を
認めることは出来ないか。
右の提案主体からの意見
と参考資料も踏まえ、再度
検討し回答されたい。

出水麓の武家屋敷は、ほとんどの部屋が
ガラス戸１枚で外部と接しており、ガラス
戸（引き違い戸）は簡単に開けられ容易に
外に避難できる。外部に接していない部
屋については、襖や障子を取り外すか、
必要のない部屋については閉鎖したい。
また、雨戸は、通常閉めないことから、簡
易宿泊所として使用するときは、雨戸を戸
袋から外すか、施錠し、出し入れできない
ようしたい。台風時には、雨戸が必要だ
が、瓦の飛散による雨漏り等が考えられ、
宿泊できる状況でないことから、台風時の
宿泊者については、市内のホテル等を紹
介する対策を講じたい。このような対策を
講じることにより、火災時に、在館者を安
全に避難させることが可能となる。

B
-
1
Ⅳ

　武家屋敷民宿における消防用設備等に関
する基準の特例適用については、火災発生
危険性等を考慮し適用できる防火対象物に
要件を課すことにより、現行制度と同等の安
全性が確保される場合には、現地の消防機
関が柔軟に対応できるよう、その判断の際に
参考となる考え方を通知により示すものとす
る。

1
0
4
1
0
3
0

消防法及び同法施行令において、宿
泊施設に原則として設置が義務づけ
られている誘導灯、誘導標識、火災報
知設備について、伝統的建造物を活
用した旅館等については、農家民宿と
同様な規制緩和をして頂きたい。

平成７年１２月に国の重要伝統的建造物
群保存地区に選定された出水麓武家屋
敷群は、約４００年前、３０年の歳月をか
けて丘陵地を切り開き、造られた武家屋
敷群で、薩摩藩最大規模を誇り、今も当
時の姿を随所に残している。当該事業
は、１００年前に建てられた武家屋敷を現
状のまま使用して、囲炉裏を囲む家族団
らん、かまどを使用した夕食の準備、五
右衛門風呂等、昭和３０年頃まであちこ
ちで見られた生活を体験させ、この武家
屋敷群を訪れる年間３７，０００人の観光
客や２００７年に定年をむかえる団塊の
世代に癒しやゆとりの空間を提供すると
ともに、寂れゆく麓地区や出水市の活性
化に寄与しようとするものである。

出水市 総務省

0
4
2
0
4
7
0

防炎カーテン
の取り付け要
件の緩和

消防法第8条
の3
消防法施行令
第4条の3

高層建築物、地下街又は劇場、ホテル等の防火対象物において
使用するカーテン、展示用合板等の防炎対象物品は、一定の防炎
性能を有するものでなければならない。

C －

消防法令では、在館者の避難時間の確保や初期消火時間の
確保のため、火災初期の急激な火災拡大を抑えるよう、カー
テン等について、火炎の成長を抑制する防炎性能を有する物
品の使用を求めている。
このため、小規模な集会所であっても、在館者の避難安全性
や初期消火などの防火安全性を確保するためには、カーテン
等に防炎物品を使用することが必要である。

C - C -

1
0
0
9
0
1
0

防炎カーテン（現行法で規定されてい
る）ではない一般のカーテンーを建物
（しあわせのいえ）への取り付けを可
能とする

①本件を機に、将来的に各地で民間
ベースの小規模コミュニティセンター（20
人～30人程度の来場者）増設が想定さ
れるが、現行法で集会場に規定されてい
る防炎カーテンの取り付けを緩和するも
の 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　②小さな子供からおとうさ
んやお母さん、おじいちゃんからおばあ
ちゃんまで普段自宅にいるのと同じ感覚
で寛ぎ、交流を図るために特に防炎カー
テンに限定したカーテンではない一般
カーテンの取り付けを図るもの　　　　　③
集会場でない一般の民家には現行特に
防炎カーテンの取り付けは求められてお
らず、一般の民家と同じ措置とするもの

しあわせの
いえ

総務省

0
4
2
0
4
8
0

アーケード設
置基準の緩和

通達「アー
ケードの取扱
について」
昭和30年2月1
日　国消発第
72号　建設省
発住第5号　
警察庁発備第
2号　　（別紙）
アーケードの
設置基準

当該通達は、昭和３０年に出されたものであるが、平成１１年の地
方分権一括法に伴い、技術上の助言であるという整理がされてい
る。また、当該通達には、アーケードの設置については抑制の方
針をとることとされるとともに、道路の全面又は大部分を覆うアー
ケードについては、その設置場所は歩車道の区別のある道路の歩
道又は車馬の通行を禁止している道路であること、また、当該道路
の幅員が４ｍ以上かつ８ｍ以下であること等の考え方が示されて
いる。

D －

当該通達では、同設置基準通則（６）にあるとおり、「この基準
において現地各機関の裁量を認めているものを除く外、風土
の状況、消防機器の種類、建築物の構造等の特殊性により、
この基準に定める制限の効果と同等以上の効果をもたらす他
の方法がある場合、この基準の一部を適用する必要がない場
合、又はこの基準の一部をそのまま適用することによって通行
上、防火上、安全上若しくは衛生上支障がある場合におい
て、この基準の一部を変更して実施する必要があると認めると
きは、それぞれ所管部門に応じ中央機関に連絡の上、その処
理を行う」こととされており、防火安全性が確保される場合に
は、現行制度においても設置可能である。

当該提案のアーケードについては、
防火安全性について充分留意し、基
本設計を行っておりますが、　今後、
事業を進めるにあたっては、その防
火安全性について、地元の所轄消
防署に相談し、上申していただきた
いと考えております。

D - D -

1
1
1
2
0
1
0

現行通達及び法令で規定されている
アーケードの設置基準について、一定
の要件を満たしている場合には、その
基準を緩和し、車の往来する道路上
及び交差点上にアーケードを設置で
きるものとする。

車道で分断されている街区をアーケード
でつなぐことにより、来街者の回遊性を高
め、中心市街地の活性化を促進する。　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　具体的には、現在、
アーケードを建設する際には、昭和３０年
に発令された通達及び道路法施行令に
基づき、車の往来する道路上及び交差
点には原則としてアーケードを設置でき
ないことになっているが、街づくりやバリ
アフリーの観点から見て当該地区の活性
化に寄与するアーケードの設置について
は、特例措置を定め、設置を許可する。　
これによって街区の回遊性が高まり、中
心市街地の活性化を促進する。

鹿児島商
工会議所

警察庁
総務省

国土交通省

0
4
2
0
4
9
0

国民保護法に
おける水防団
の活用範囲の
拡大

国民保護法第
62条

国民保護法第62条による市町村長による避難住民の誘導は、市
町村長の指揮下で、当該市町村の職員並びに消防長及び消防団
長が行うこととされている。

C －

水防団は、水防法上、水害への対処等の水防事務を行うこと
を目的とした組織であるため、様々な災害に対処することを目
的とする消防団と同様に、国民保護法第62条に基づく避難誘
導の業務実施を水防団に求めることは適切でないと考える。

右の提案主体の意見を踏ま
え、再度検討し、回答された
い。

目的が異なるため、消防団と同様業
務を水防団に求めることは適切でな
いとのことだが、当市では、防災組
織として消防団と専任水防団を有
し、従来から消防団と同様に地域活
動等も実施してきた地域特性がある
ため、特区として提案したものであ
る。また実態として、国民保護法で
求める消防団員の確保について、上
述経緯から水防団の活用なしには
地域の理解が得られない。更に、普
段から同法に関する啓発や訓練等
を消防団と同様に実施すべきと考え
ており、水防団を避難誘導等の実施
者と位置づけ、水防団の訓練実施を
可能とするためにも認められたい。
なお、避難誘導等の業務は、機能別
消防団員も対応可能とされており、
水防団員も対応可能と考える。

C -

　水防団は、水防事務に特化して対応するために限定的に設置
される機関であるが、国民保護法第６２条第１項における避難誘
導の業務は、テロが起こった場合や、航空機・ミサイル攻撃によっ
て火災が発生した場合など様々な場面が想定され、水防事務の
範囲内にとどまるものではない。
　このことから、国民保護法第６２条第１項に基づく一般的な避難
誘導事務を水防団に担わせることは、法的にも実務的にも適当
でないと考えている。

右の提案主体の意見を踏
まえ、再度回答されたい。

避難誘導等業務は、テロや火災など様々
な場面が想定され、水防事務の範囲内に
留まらないため、実務的に適当でないとの
ことだが、同業務の実施者には、様々な
災害への対処を目的とした消防団だけで
なく、市職員も含まれており、水防団によ
る実施も実務上適切に行えると考える。
また、水防事務に特化した組織であるた
め、水防法上、適当でないとのことだが、
そもそも特区制度は「地域の特性に応じた
規制の特例を認める」ものである。現行法
では実施できない業務について、当市の
特性から特区での実施を希望する本提案
を是非認められたい。
なお、水防団が実施主体として同業務を
行うことで、何らかの弊害が生じるのかご
教示頂きたい。(別紙有)

C -

　市町村職員は、地域において危機管理事
案への対応を含む総合的な行政を実施する
役割を広く担うが、一方で、水防団は水防事
務に特化して対応するために限定的に設置さ
れる機関であり、武力攻撃事態等における避
難誘導業務は水防事務の範囲内にとどまる
ものではないことから、水防団が国民保護法
第６２条第１項における避難誘導の業務に従
事することは適当でないと考えている。
　なお、消防団の任務は水防事務も含み、水
防団よりもその活動範囲が広いことなどか
ら、消防庁としては、消防団員と水防団員を
兼務することは、地域の総合的な防災力を発
揮させるために有効な手法の一つであると考
えるところである。兼務をすることにより、消防
団員の身分も兼ね備えた水防団員は、国民
保護法第６２条第１項に基づく一般的な避難
誘導事務を実施することができ、要請の趣旨
が実現できるものと考える。

1
0
5
0
0
3
0

国民保護法で市町村の責務とされて
いる「避難住民の誘導等」について、
水防団による実施を可能とする。

　国民保護法第62条においては、武力攻
撃事態等の際に市町村の責務とされて
いる「避難住民の誘導等」について、それ
を実施する者として、当該市の職員及び
消防関係者と規定されている。
　これについて市職員と消防関係者のみ
ならず、水防団も実施可能とすることによ
り、避難住民の誘導等に関する体制強化
を図る。

岐阜市
総務省

国土交通省
内閣官房
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 04 総務省 非予算（特区・地域再生 再々検討要請回答）

管
理
コ
ー

ド

具体的事業を
実現するため
に必要な措置
(事項名)

該当法令等 制度の現状

措
置
の
分

類

措
置
の
内

容 措置の概要(対応策) 再検討要請 提案主体からの意見
「
措
置
の

分
類

」
の

見
直
し

「
措
置
の

内
容

」
の

見
直
し

各府省庁からの再検討要請に対する回答 再々検討要請 提案主体からの再意見
「
措
置
の

分
類

」
の

再
見
直
し

「
措
置
の

内
容

」
の

再
見
直
し

各府省庁からの再々検討要請に対する
回答

提
案
事
項

管
理
番
号

措置の具体的内容 具体的事業の実施内容
提案主体
名

制度の所管・
関係官庁

0
4
2
0
5
0
0

緊急自動車の
指定要件の緩
和

なし 消防法等、当省が所管する法令等において、関連規定はない。 E －

緊急自動車の指定要件の緩和については、当省の所管外で
あるため判断はできない。
また、緊急度及び重症度の高い傷病者の医療機関への搬送
を消防機関以外の者が行うことについて、これを禁止している
ものではないが、消防機関においては、現場における傷病者
の観察や病態管理等の高度な専門知識や技術を修得した者
のみが救急業務を行う体制を整備しているところである。

提案主体からの提案を実現
するにあたり、他省庁の了解
があれば実施できるものと考
えてよろしいか回答された
い。

E -

　当省が所管する法令等において、提案の事業を禁止する規定
はないが、緊急に医療機関に搬送する必要のある傷病者の搬送
には、高度な専門知識や技術が必要不可欠であると認識してい
る。

E -

1
1
6
2
0
6
0

道路交通法施行令における緊急自動
車の規定を緩和し、やむをえない救急
搬送に限り、へき地の住民が保有す
る一般の車両を緊急自動車とみなす
もの。

　
　本提案は、へき地で患者が発生した際
に、当該地区の住民が保有する自動車
を用いた救急搬送を認めるもの。
　本特例措置により、緊急搬送に要する
時間が短縮し、救命率の向上が望めるう
え、へき地住民の安心・安全の向上にも
つながる。しかもドクターヘリよりも低コス
トである。
　具体的には、患者が発生した際におい
て、消防本部に電話して救急車と落ち合
う場所の指示を受けたのちに、住民が車
を運転して当該場所まで患者を搬送する
もの。
　当該車両は日常は緊急車両としてでは
なく、通常の車両として運行するが、患者
の搬送時に限って赤色灯の回転やサイ
レンを鳴らし、一時的に緊急自動車として
運行する。

特定非営
利活動法
人医学教
育振興セン
ター

警察庁
総務省

国土交通省

0
4
2
0
5
1
0

自治体が行う
患者等搬送事
業者への緊急
通行権の付与

なし 消防法等、当省が所管する法令等において、関連規定はない。 E －

緊急自動車としての指定追加については、当省の所管外であ
るため判断はできない。
また、緊急性のない患者等の搬送は、既に民間事業者によっ
て行われているところであるが、市町村がこれを行うことを禁
止する規定はない。もっとも、緊急性のない患者等であって
も、容態の急変等の事態が発生した場合は、緊急に医療機関
に搬送する必要があることから、消防機関の救急自動車を要
請すべき旨指導しているところである。

提案の事業を実現するにあ
たり、他省庁の了解があれば
問題なく実施できるものと考
えてよろしいか回答された
い。

E -

　当省が所管する法令等において、提案の事業を禁止する規定
はないが、緊急に医療機関に搬送する必要のある傷病者の搬送
には、高度な専門知識や技術が必要不可欠であると認識してい
る。

E -

1
1
3
9
0
1
0

患者等搬送事業者が使用する車両に
ついて、緊急性を生じた場合、緊急自
動車として業務に利用可能とする。

患者等搬送業務については、その対象
が緊急の必要のない患者等の搬送と
なっている。しかし、搬送中の容態の急
変により緊急に医療機関等に搬送の必
要が生じた場合、又は、僻地での１１９緊
急要請により消防署救急車の到着時間
に時間を要する場合の乗り継ぎ等、より
質の高い患者搬送サービスを行うと共
に、赤色回転灯並びサイレンを吹鳴させ
ることにより、患者搬送中であることを周
囲に認識させることで、患者を安全に搬
送できる。

日田市
警察庁
総務省

国土交通省

0
4
2
0
5
2
0

救急・災害現
場への医師派
遣用乗用車の
緊急自動車と
しての指定追
加

・救急業務実
施基準第１４
条

消防機関は必要に応じ救急現場に医師を要請することとしてい
る。

E －

緊急自動車としての指定追加については、当省の所管外であ
るため判断はできない。
しかしながら、現在、救急業務実施基準第１４条において、消
防機関は必要に応じ救急現場に医師を要請することとしてお
り、その場合、①消防機関の車両（救急現場へ向かう救急車
以外）を使って、医師を病院から救急現場へ搬送する、②病院
救急車によって医師が自ら救急現場へ向かう、という２つの方
法が主にとられている。
②の方法がとられる場合、医師は、緊急自動車として指定さ
れている、ストレッチャーが装備された病院救急車で現場へ
行っているところであるが、救急現場には、消防機関の救急
車が先着しているため、傷病者を医療機関に搬送するために
病院救急車のストレッチャーは不要であるケースがある。

提案の事業を実現するにあ
たり、他省庁の了解があれば
問題なく実施できるものと考
えてよろしいか回答された
い。

E -
　消防機関からの医師要請に基づいて、医師が搬送用ベッドを有
しない乗用車で現場に向かうことは、消防機関が救急業務を実施
する上では問題はないと考える。

E -

1
0
4
2
0
1
0

現行法令で規定されている救急二輪
に加えて、地方公共団体の消防機関
からの要請により、傷病者の初期治
療のために出動する車両に「医師派
遣用乗用車」を緊急自動車に指定追
加すること。

ドクターカー活動は消防用の救急車が使
用されてきたが、搬送用ベッドを装備しな
い乗用車ベースの緊急自動車を導入し、
横浜市救急体制において消防機関と連
携して実施する。１１９番通報において緊
急度が高いと判断された事例に対し、消
防機関からの要請で医師が本車両で救
急・災害現場へ急行する。現場で同時出
場した消防の救急隊等と合流し、傷病者
の初期治療を現場から開始し、その後の
医療機関への搬送は消防の救急車で行
う。乗用車ベースの緊急自動車の導入に
より、医師の現場出場が一層迅速化され
一刻を争う傷病者のさらなる救命率向上
や予後改善が期待される。また、車両価
格が従来の救急車より低いので、ドク
ターカーの普及も予想される。

横浜市立
大学附属
市民総合
医療セン
ター

警察庁
総務省

厚生労働省
国土交通省
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嘱託職員によ
る救急業務の
実施

・消防法施行
令第44条第1
項及び第3項
・消防法施行
規則第51条
・消防力の整
備指針（平成
12年1月20日
消防庁告示第
1号）第2条第
10号

　救急業務を行う救急隊員は消防吏員でなければならない。
　また、一定の場合を除き、救急隊は有資格者（救急業務に関する
講習を修了した者等）である救急隊員３人以上をもって編成しなけ
ればならない。

C
Ⅱ

、
Ⅲ

救急隊による救急搬送業務や事故現場での活動は、消火活
動や救助活動とあわせて、階級制度等に基づいた適切な指
揮統率が不可欠である。よって、救急隊員は消防吏員である
必要があり、嘱託員を救急隊員とすることは認められない。
また、救急隊の編成人員を有資格者３人以上とする現行の基
準は、救急現場における傷病者の搬送や救急救命処置等の
救急業務の実態から必要最低限のものとして規定されている
ものであることから、救急隊の１人を無資格者とすることは認
められない。
他方、救急隊員の勤務体系の弾力化の観点から、再任用職
員等の救急隊員としての活用について既に通知しているとこ
ろであるので、参考とされたい。（平成１７年１０月７日付け消
防消第２０５号・消防救第２３９号、消防庁消防・救急課長・消
防庁救急企画室長連名通知）

貴省回答において、「階級制
度等に基づいた適切な指揮
統率が不可欠である」とある
が、嘱託員だから指揮命令に
従わないということにはならな
いのではないか。具体的に生
ずる問題点を明らかにされた
い。

また、一人を無資格者にする
ことに関しては、運転以外に
も担当すべき業務があり、そ
れが障害となって実現できな
いものと想像するが、具体的
な弊害を明らかにされたい。
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　各隊員の職責を識別する階級は、全国的に一定の形式及び水
準が確保されており、大規模災害時等における広域応援や緊急
消防援助隊の活動はもとより、通常時の救急活動における部隊
運用にあっても、最大限の組織力を発揮するための根幹を成す
仕組みである。具体的には、複数の救急隊が出場した際には、
大隊長が各隊員の階級に基づいて指示・命令を下すこととなる
が、階級を有しない嘱託員に対しては、即座により適切な指示・
命令を下すことができないため、円滑な活動や隊員の危険の回
避に支障が生じる。
　心肺停止傷病者に対して救急救命処置等を行う場合、一般的
には１人が人工呼吸、１人が心臓マッサージ、１人が医師への連
絡や資機材の準備等を行うこととなるが、処置を行う者は勿論、
医師への連絡等を行う者も、的確な症状の把握、処置の内容、
資機材の扱い方等に対する専門的な知識・技術が不可欠である
ので、１人が無資格者では１分１秒を争う適切な処置の実施に支
障が生じる。さらに、近年の救急隊員の処置範囲の拡大により、
より複雑な資機材の扱い方や知識が求められているところであ
る。

貴省回答によると、階級を
有しない嘱託職員を認め
ると、「円滑な活動や隊員
の危険の回避に支障が生
じる」とのことであるが、支
障となる場面等を具体的
に示されたい。また、右の
提案主体からの意見も踏
まえ、再度回答されたい。

嘱託職員として採用し、消防学校で資格を
取得した者に階級を付与すれば、良いと
考える。本来、消防職員として正規職員を
採用すべきとは考えるが、国において、最
小の経費で最大の効果を生み出すため、
救急搬送業務の民間の活用が検討され
ている。しかし、地方の都市では民間の参
入は想定できない。このような中、いか
に、経費を削減し最大の効果を生み出す
か考えた場合、正規職員と同等の知識・
技術を有する者を嘱託職員として採用す
れば、一定の効果があると考える。
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　嘱託職員の場合は、例えば、災害現場等に
おいて、救急車両の円滑な通行を妨害する
車両等の移動を命ずる権限、さらなる被害の
発生を防ぐために付近の者を災害現場から
退去させ、救急活動に支障となる見物人等の
立入を禁止する権限、迅速な救急活動を実
施するために、災害の現場付近の者に被災
者の搬出などの協力を求める権限などを行
使することができないため、円滑な活動や隊
員の危険の回避に支障が生じる。
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安心・安全を前提に、有資格者を再雇
用や中途採用等による嘱託職員とし、
救急業務に従事する。また、救急業
務に当たっては、役割を明確にし、3
人のうち1名は、資格を有しないものと
し運転のみ行う。

消防法に定める救急業務の救急隊は、
救急自動車1台に救急隊員3人以上をも
つて編成しなければならない。と定めら、
また、救急隊員は救急業務に関する講
習を修了した者などとされている。これら
の講習を終了した有資格者を再雇用や
中途採用等による嘱託職員とし、救急業
務に従事していただく。また、救急業務に
あたる際には役割分担を明確にし、有資
格者2名と資格を有しない者1名で救急隊
を編成し、資格を有しない者は運転のみ
行う。

日田市 総務省
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